
平成２６年度 

訪問介護/介護予防訪問介護 

集団指導資料 

（本編） 

平成2７年３月１９日 

岡山市 保健福祉局 事業者指導課 



日時：平成２７年３月１９日（木）

場所：岡山ふれあいセンター大ホール

《ページ》

１ お知らせ････････････････････････････････････････････････････････････････････１

２ 平成２７年度制度改正について････････････････････････････････････････････････３

① 運営基準

② 介護報酬

【改正後の料金表】

３ 事業運営上の留意事項･･･････････････････････････････････････････････････････３８

① 主な関係法令・通知等

② 平成２６年度 実施指導における主な指摘・指導事項より 

③ よくあるＱ＆Ａより 

④ 重要事項の解説 

サービス付高齢者向住宅等の施設と併設の場合 

通院等乗降介助 

緊急時訪問介護加算・初回加算 

医行為に関する通知・照会 

日割請求 

訪問介護員等の具体的範囲等（岡山県通知） 

訪問介護事業所の営業時間（岡山県通知） 

勤務形態一覧表＜記載例＞ 

４ 訪問介護関係資料･･･････････････････････････････････････････････････････････９３

① 変更届（必要書類・提出方法）

② 体制届（必要書類・提出方法）

③ 予防給付の見直しに関するアンケート集計結果

④ 事故報告集計

５ 様式･････････････････････････････････････････････････････････････････････１０２

① 電話番号・ＦＡＸ番号・メールアドレス等変更届

② 質問票

目  次 



１． 各種書類の提出期限について  

① 平成２７年４月１日適用開始の体制届 

平成２７年４月１日（水）

※体制届の提出の際は、集団指導資料（共通編）P４８～を参照してください。 

② 平成２７年度介護職員処遇改善加算届出書（計画書）等 

別途ホームページでお知らせします。 

③ 平成２６年度介護職員処遇改善加算実績報告書 

平成２７年７月３１日（金）  

④ 総合事業のみなし指定を不要とする旨の申出書（希望する事業者のみ） 

平成２７年３月３１日（火） 

２． 特定事業所加算における算定要件の確認について  

特定事業所加算を算定している事業所において、訪問介護員等要件及び重度要介護者 

等対応要件を満たすとして届出ている場合は、別紙「特定事業所加算に係る届出書（市

様式９」を用いて、前年度（３月を除く）の１月当たりの実績の平均について計算し、

要件を満たしているかの確認をしてください。 

加算の算定要件を満たさなくなった場合は、取り下げの体制届、 

加算の算定要件に変更がある場合は、体制の変更の届出、が必要です。 

３． 報酬改定に伴う、重要事項説明書の変更の取扱いについて  

(1) 平成２７年度からの利用申込者に対しては、変更内容を反映させた重要事項説明書

を作成の上、当該説明書を交付して説明を行い、利用申込者の同意を得ること。 

 (2) 既存の利用者に対しては、変更内容を反映した重要事項説明書（同意を得ている重

要事項説明書の内容の一部差し替えとして、変更部分のみでも可）を交付して説明を

行うこと。 

事事事業業業者者者指指指導導導課課課（（（訪訪訪問問問通通通所所所事事事業業業者者者係係係）））かかからららのののおおお知知知らららせせせ
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４． 運営規程の記載内容の変更について  

平成２７年８月から、一定以上所得者の利用者負担の見直しが行われることに伴い、利

用料の額について、運営規程に「法定代理受領サービスであるときは、介護報酬告示上の

額の１割」である旨記載している場合は、２割負担となる場合についての追記が必要とな

ります。 

 運営規程の記載内容を変更するとともに、変更後１０日以内に変更届を提出してくだ 

さい。 

５． 疑義照会（質問）について  

今回の集団指導に係る内容のものに限らず、疑義照会・質問等については、「質問票」

により FAX にて送信してください。 

６． 厚生労働省からのQ＆A等について  

今後、厚生労働省から発出される Q＆A 等については、随時ホームページ上で公開し

ていきます。 

また、Q＆A等の内容によっては、本日の集団指導資料の記載内容を変更する場合があ

ります。その場合もホームページ上でお知らせしますので、随時確認をお願いします。 

≪岡山市事業者指導課ホームページ≫ 

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00003.html

今年は、平成２７年４月１日 

適用開始の体制届の提出〆切が

平成２７年４月１日なのか！ 
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 １ 総則事項の見直し    

 「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成 11 年

9月 17日老企第25号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）(案)（以下、「解釈通知(案)」

という。） 

① 「出張所等」の定義 

解釈通知(案)  （別冊資料 P２） 

第二 総論 

【現 行】 

１ 事業者の指定は、原則としてサービス提供の拠点ごとに行うものとするが、

例外的に、待機や道具の保管、着替え等を行う出張所等であって、次の要件を

満たすものについては、一体的なサービス提供の単位として「事業所」に含め

て指定することができる取扱いとする。 

【改正後】 

１ 事業者の指定は、原則としてサービス提供の拠点ごとに行うものとするが、

地域の実情等を踏まえ、サービス提供体制の面的な整備、効率的な事業実施の

観点から本体の事業所とは別にサービス提供等を行う出張所等であって、次の

要件を満たすものについては、一体的なサービス提供の単位として「事業所」

  に含めて指定することができる取扱いとする。 

なお、この取扱いについては、同一法人にのみ認められる。 

② 「常勤」の定義 

解釈通知(案)  （別冊資料 P３）第二 総論 ２ 用語の定義 (3)「常勤」 

【現 行】 

  当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業

者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）に達して

いることをいうものである。 

【追加項目】 

  ただし、「育児・介護休業法」第23条第１項に規定する所定労働時間の短縮措

置が講じられている者については、利用者の処遇に支障のない体制が事業所として

整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を30時間として取

り扱うことを可能とする。 

平成 ２７ 年度  指 定 基 準 改 定 関 係（総則・人員・設備・運営）

7



 ２ 人員基準の見直し    

① 
訪問介護と介護予防・日常生活支援総合事業（以下、「新総合事業」という。）

における訪問事業を一体的に実施する場合の人員等の基準上の取扱い 

訪問介護事業者が、訪問介護及び新総合事業における第１号訪問事業を、同一の事業

所において、一体的に実施する場合の人員、設備及び運営の基準については、訪問介護

及び介護予防訪問介護を一体的に実施する場合の現行の基準に準ずるものとする。

・訪問介護と「現行の訪問介護相当のサービス」を一体的に運営する場合

 → 現行の介護予防訪問介護に準ずるものとする。 

・訪問介護と「訪問型サービスA（緩和した基準によるサービス）」を一体的に運営

する場合

  → 現行の訪問介護員等の人員基準を満たすことを必要とする。

   サービス提供責任者は、要介護者数で介護給付の基準を満たし、要支援者には

必要数とする。

岡山市指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例

 (以下、「基準条例」という。) 

第５条 

２ 指定訪問介護事業者は，指定訪問介護事業所ごとに，常勤の訪問介護員等のう

ち，利用者(当該指定訪問介護事業者が法第１１５条の４５第１項第１号イに規定

する第１号訪問事業（地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため

の関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）第５条による改正

前の法（以下「旧法」という。）第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護

に相当するものとして市長が定めるものに限る。)に係る法第１１５条の４５の３

第１項に規定する指定事業者（以下「指定事業者」という。）の指定を併せて受

け，かつ，指定訪問介護の事業と当該第１号訪問事業とが同一の事業所において

一体的に運営されている場合にあっては，当該事業所における指定訪問介護又は

当該第１号訪問事業の利用者。以下この条において同じ。)の数が４０又はその端

数を増すごとに１人以上の者をサービス提供責任者としなければならない。この

場合において，当該サービス提供責任者の員数については，利用者の数に応じて

常勤換算方法によることができる。 
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② サービス提供責任者の配置基準の見直し 

常勤のサービス提供責任者が３人以上であって、サービス提供責任者の業務に主とし

て従事する者が１人以上配置されている事業所について、複数のサービス提供責任者が

共同して利用者に関わる体制が構築されている場合や、利用者情報の共有などサービス

提供責任者が行う業務の効率化が図られている場合には、サービス提供責任者の配置基

準を「利用者50人に対して１人以上」とする見直しを行う。 

【現 行】 

○利用者４０人につき１人 

【改正後】 

○利用者４０人につき１人

○以下の要件を全て満たす場合には、利用者５０人につき１人

①常勤のサービス提供責任者を３人以上配置

②サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置

・「サービス提供責任者の業務に主として従事する者」とは、サービス提供 

責任者である者が当該事業所の訪問介護員として行ったサービス提供時間 

（事業所における待機時間や移動時間を除く。）が、１月あたり３０時間 

以内である者。

  ③サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている場合

・「サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている場合」とは、訪 

問介護計画の作成や訪問介護員の勤務調整等のサービス提供責任者が行う 

業務について、省力化・効率化や、利用者に関する情報を職員間で円滑に 

共有するため、ソフトウェアやネットワークシステムの活用等の業務の効 

率化が図られているもの。

基準条例 

第５条 

５ 第２項の規定にかかわらず，常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し，

かつ，サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置してい

る指定訪問介護事業所において，サービス提供責任者が行う業務が効率的に行

われている場合にあっては，当該指定訪問介護事業所に置くべきサービス提供

責任者の員数は，利用者の数が５０又はその端数を増すごとに１人以上とする

ことができる。 
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解釈通知(案) ＜別冊資料P５(2)＞ サービス提供責任者 ③ 

居宅基準第５条第５項は、常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、かつ、

サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置している指定訪

問介護事業所であって、当該事業所のサービス提供責任者が行う業務が効率的に

行われていることにより、サービス提供責任者が担当する利用者を増すことに支

障がないと認められる事業所に置くべきサービス提供責任者の員数について規定

したものであるが、次の点に留意する必要がある。 

イ 「サービス提供責任者の業務に主として従事する者」とは、サービス提供

責任者である者が当該事業所の訪問介護員として行ったサービス提供時間

（事業所における待機時間や移動時間を除く。）が、１月あたり３０時間以

内であること。 

ロ 「サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている」場合とは、居

宅基準においてサービス提供責任者が行う業務として規定されているものに

ついて、省力化・効率化が図られていることが必要であり、例えば、以下の

ような取組が行われていることをいうものである。 

 ・訪問介護員の勤務調整（シフト管理）について、業務支援ソフトなどの活用

により、迅速な調整を可能としていること 

 ・利用者情報（訪問介護計画やサービス提供記録等）について、タブレット端

末やネットワークシステム等の IT 機器・技術の活用により、職員間で円滑に

情報共有することを可能としていること 

 ・利用者に対して複数のサービス提供責任者が共同して対応する体制（主担当

や副担当を定めている等）を構築する等により、サービス提供責任者業務の

中で生じる課題に対しチームとして対応することや、当該サービス提供責任

者が不在時に別のサービス提供責任者が補完することを可能としているこ

と。 

この場合において、常勤換算方法を採用する事業所で必要となるサービス提

供責任者については、②の規定に関わらず、別表二に示すサービス提供責任者

数を配置するものとする。 

10



別表二 

常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供責任者数 

（居宅基準第５条第５項の規定の適用を受ける指定訪問介護事業所の場合） 

利用者の数 

配置しなければならない常勤 

のサービス提供責任者数 

（常勤換算しない場合） 

常勤換算方法を採用する

事業所で必要となる常勤

のサービス提供責任者数 

５0人以下 3 3 

５0人超100人以下 3 3 

100人超150人以下 ３ 3 

150人超200人以下 ４ ３ 

200人超250人以下 ５ ４ 

250人超300人以下 ６ ４ 

300人超350人以下 7 5 

350人超400人以下 8 6 

400人超450人以下 9 ６ 

450人超500人以下 10 7 

500人超550人以下 １1 8 

550人超600人以下 １2 ８ 

600人超650人以下 １3 9 

 ３ 運営に関する基準の改定    

① 居宅介護支援事業所に対する訪問介護計画の提供

居宅介護支援の運営基準において、介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置づけ

た指定居宅サービス等の担当者から、個別サービス計画の提出を求めることとされまし

た。

◆介護支援専門員から、訪問介護計画の提出依頼があったときは、当該計画を提供する 

よう努めること。 

＜別冊資料P１０（１３）訪問介護計画の作成⑥＞
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平成２７年度制度改正により、居宅介護支援（介護予防支援も同様）の運営に関する基準が見直

され、居宅介護支援事業所と指定居宅サービス等の事業所の意識の共有を図る観点から、介護支援

専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等の担当者から個別サービス計画の提

出を求めることとなりました。

○「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」（平成11年厚生省令第38号）第 13条
（指定居宅介護支援の具体的取扱方針）

（新設）

12 介護支援専門員は，居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等に
対して，訪問介護計画（指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基

準（平成 11年厚生省令第 37号。以下「指定居宅サービス等基準」という。）第 24
条第１項に規定する訪問介護計画をいう。）等指定居宅サービス等基準において位置

付けられている計画の提出を求めるものとする。

※指定介護予防支援も同様の改正となります。

○「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について」（平成11年老企第22号）第２の３（7）
（新設）

⑫ 担当者に対する個別サービス計画の提出依頼（第 12号）
居宅サービス計画と個別サービス計画との連動性を高め、居宅介護支援事業者とサービ

ス提供事業者の意識の共有を図ることが重要である。

このため、基準第 13条第 12号に基づき、担当者に居宅サービス計画を交付したとき
は、担当者に対し、個別サービス計画の提出を求め、居宅サービス計画と個別サービ

ス計画の連動性や整合性について確認することとしたものである。

なお、介護支援専門員は、担当者と継続的に連携し、意識の共有を図ることが重要であ

ることから、居宅サービス計画と個別サービス計画の連動性や整合性の確認について

は、居宅サービス計画を担当者に交付したときに限らず、必要に応じて行うことが望

ましい。

さらに、サービス担当者会議の前に居宅サービス計画の原案を担当者に提供し、サービ

ス担当者会議に個別サービス計画の提出を求め、サービス担当者会議において情報の

共有や調整を図るなどの手法も有効である。

※指定介護予防支援も同様の改正となります。

居宅介護支援事業所とサービス事業所の連携

（介護予防を含む）について
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○「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」（平成11年老企第25号）
第３の１の３（13）

（新設）

⑥ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準平成 11 年厚生省令第 38
号）第 13条第 12号において、「介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた
指定居宅サービス事業者等に対して、指定居宅サービス等基準において位置付けられ

ている計画の提出を求めるものとする」と規定していることを踏まえ、居宅サービス

計画に基づきサービスを提供している指定訪問介護事業者は、当該居宅サービス計画

を作成している指定居宅介護支援事業者から訪問介護計画の提供の求めがあった際

には、当該訪問介護計画を提供することに協力するよう努めるものとする。

前頁の国の見直しに伴い、「岡山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定

める条例（平成２６年条例第３１号」）及び「岡山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

（平成２６年条例第３２号）」も同様の改正を行います。

指定居宅サービス事業者（介護予防を含む）のみなさまへのお願い

指定居宅介護支援事業所（指定介護予防支援事業所）から個別サービス

計画の提出を求められた際には、これに応じ、居宅サービス計画（介護予

防サービス計画）と個別サービス計画の連動性や整合性について確認する

ことによって、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じたよ

りよいサービス提供を行うために、指定居宅介護支援事業所（指定介護予

防支援事業所）との意識の共有を図るよう、お願いいたします。
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 １ 介護報酬単位の見直し（平成２７年４月施行分）  

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（案） 

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（案） 

◆介護給付費単位数表 地域区分別１単位の単価 

  （変更前）６級地  → （変更後）７級地   

級地の変更のみで、１単位の単価１０．２１円の変更はありません。 

 1 訪問介護費  

  イ 身体介護が中心である場合      

 改正前 改正案 

① 所要時間２０分未満の場合 １７１単位 １６５単位 

② 所要時間２０分以上３０分未満の場合 ２５５単位 ２４５単位 

③ 所要時間３０分以上１時間未満の場合 ４０４単位 ３８８単位 

④ 所要時間１時間以上の場合 

５８７単位に所要時

間１時間から計算し

て所要時間３０分を

増すごとに８３単位

を加算した単位数 

５６４単位に所要時

間１時間から計算し

て所要時間３０分を

増すごとに８０単位

を加算した単位数 

  ロ 生活援助が中心である場合      

 改正前 改正案 

① 所要時間２０分以上４５分未満の場合 １９１単位 １８３単位 

② 所要時間４５分以上の場合 ２３６単位 ２２５単位 

  ハ 通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合      

 改正前 改正案 

① 通院等乗降介助 １０１単位 ９７単位 

２ 介護予防訪問介護費（１月につき）

 改正前 改正案 

① 介護予防訪問介護費（Ⅰ） １２２６単位 １１６８単位 

② 介護予防訪問介護費（Ⅱ） ２４５２単位 ２３３５単位 

③ 介護予防訪問介護費（Ⅲ） ３８８９単位 ３７０４単位 

平成 ２７ 年度  介 護 報 酬 改 定 関 係
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 ２ 介護報酬の改定について   

① 20 分未満の身体介護の見直し（訪問介護のみ）頻回の訪問について体制届必要

在宅における中重度の要介護者の支援を促進するため、訪問介護における身体介護の

時間区分の１つとして「20分未満」を位置づける。 

※ 算定要件等（身体介護（20 分未満）） 

○身体介護の時間区分の１つとして「20分未満」を位置づける 

 ・全ての訪問介護事業所において算定が可能 

 ・以下の場合を除き、前回提供した訪問介護から概ね２時間以上の間隔を空けること

が必要 

○頻回の訪問（前回提供した訪問介護から概ね２時間以上の間隔を空けないもの）に

ついては、以下の全ての要件を満たす場合に算定する。 

〈利用対象者〉 

・  要介護１から要介護２の者であって認知症の利用者又は要介護３から要介護５の

 者であって障害高齢者の日常生活自立度ランクＢ～Ｃの利用者 

・  当該利用者に係るサービス担当者会議が、３月に１度以上開催されており、当該

  会議において、１週間のうち５日以上、頻回の訪問を含む２０分未満の身体介護が

必要と認められた者 

〈体制要件〉 

 ・常時、利用者又は家族等からの連絡に対応できる体制がある 

 ・次のいずれかに該当すること。 

  ア 定期巡回・随時対応サービスの指定を受けている 

  イ 定期巡回・随時対応サービスの指定を受けていないが、実施の意思があり、 

      実施に関する計画を策定している（要介護３から要介護５の利用者に限る。） 

○頻回の訪問を含む20分未満の身体介護算定する利用者に係る１月あたりの訪問介

護費は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）（訪問看護サービスを行わな

い場合）の範囲内とする。 

（参考）イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（Ⅰ）（案） 

（１）訪問看護サービスを行わない場合 

要介護１     6,707 単位／月      要介護１     5,658 単位／月 

要介護２   11,182 単位／月      要介護２    10,100 単位／月 

要介護３   17,900 単位／月  ⇒  要介護３    16,769 単位／月 

要介護４   22,375 単位／月      要介護４    21,212 単位／月 

要介護５   26,850 単位／月      要介護５    25,654 単位／月 
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指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(案)（以下、「報酬告示(案)」） 

 １ 訪問介護費 

 注２ イについては、身体介護（利用者の身体に直接接触して行う介助並びにこれを行

うために必要な準備及び後始末並びに利用者の日常生活を営むのに必要な機能の

向上等のための介助及び専門的な援助をいう。以下同じ）が中心である指定訪問介

護を行った場合に所定単位数を算定する。なお、身体介護が中心である指定訪問介

護の所要時間が20分未満である場合は、イ(１)の所定単位数を、身体介護が中心で

ある指定訪問介護の所要時間が20分未満であって、かつ、別に厚生労働大臣が定

める基準に適合するものとして都道府県知事（地方自治法（昭和22年法律第67号

）第252条の19第１項の指定都市（以下「指定都市」という）及び同法第252条

の22第１項の中核市（以下「中核市」という）にあっては、指定都市又は中核市

の市長。以下同じ）に届け出た指定訪問介護事業所において、別に厚生労働大臣が

定める基準に適合する利用者に対して行われる場合は、イ(１)の所定単位数を当該

算定月における１月当たりの訪問介護費を指定地域密着型サービスに要する費用

の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第126号）の別表指定地域密

着型サービス介護給付費単位数表の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費のイ(１)

のうち当該利用者の要介護状態区分に応じた所定単位数を限度として、それぞれ算

定する。 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省 

告示第１９号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表（以下「指定居宅サ 

ービス介護給付費単位数表」という）の訪問介護費の注２の厚生労働大臣が定 

める基準次のいずれにも適合すること。 

 イ  利用者又はその家族等から電話等による連絡があった場合に、常時対応でき 

   る体制にあること。 

 ロ  指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関 

   する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等基準」と 

  いう）第５条第１項に規定する指定訪問介護事業所をいう。以下同じ）に係る 

   指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等基準第五条第一項に規定する指定訪 

   問介護事業者をいう。以下同じ）が次のいずれかに該当すること。 

(1)  当該指定訪問介護事業者が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者 

 （指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８

年厚生労働省令第３４号。以下「指定地域密着型サービス基準」という）第３

条の４第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者をいう

。以下同じ）の指定を併せて受け、かつ一体的に事業を実施していること。 
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(2)  当該指定訪問介護事業者が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の

指定を併せて受けようとする計画を策定していること（当該指定訪問介護事業

者については、要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である者に

対して指定訪問介護（指定居宅サービス等基準第四条に規定する指定訪問介護

をいう。以下同じ）を行うものに限る）。 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者の内容は次のとおり。 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告

 示第１９号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表（以下「指定居宅サービ

 ス介護給付費単位数表」という）の訪問介護費の注２の厚生労働大臣が定める基

 準に適合する利用者次のいずれにも該当する利用者 

イ 要介護状態区分が、要介護１又は要介護２である利用者であって、周囲の者

による日常生活に対する注意を必要とする認知症のもの及び要介護３、要介護

４又は要介護５である利用者であって、疾病若しくは傷害若しくはそれらの後

遺症又は老衰により生じた身体機能の低下が認められることから、屋内での生

活に介護を必要とするもの 

ロ 指定居宅介護支援事業所（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す

る基準（平成１１年厚生省令第３８号）第２条に規定する指定居宅介護支援事

業所をいう。以下同じ）の介護支援専門員が開催するサービス担当者会議（指

定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第１３条第９号に規定す

るサービス担当者会議をいい、指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等の事

業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下「

指定居宅サービス等基準」という第５条第１項に規定する指定訪問介護事業所

をいう）のサービス提供責任者（指定居宅サービス等基準第５条第２項に規定

するサービス提供責任者をいう）が参加し、３月に１回以上開催されている場

合に限る）において、おおむね１週間のうち５日以上頻回の訪問を含む所要時

間が２０分未満の指定訪問介護（指定居宅サービス等基準第４条に規定する指

定訪問介護をいう。以下同じ）（身体介護に該当するものに限る）の提供が必

要であると認められた利用者 

※ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養

管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定

に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(案) 

（以下、「留意事項通知(案)」という。） 
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「留意事項通知(案)」 （別冊資料P２７～）  

(4)  訪問介護の所要時間  

③【１日の訪問が複数回にわたる場合の取扱い】  

  訪問介護は在宅の要介護者の生活パターンに合わせて提供されるべきであることか

ら、単に１回の長時間の訪問介護を複数回に区分して行うことは適切ではない。 

   したがって、前回提供した指定訪問介護から概ね２時間未満の間隔で指定訪問介護

が行われた場合には、それぞれの所要時間を合算するものとする。 

なお、この取扱いについては、所要時間が訪問介護費の算定要件を満たす指定訪問

介護（２０分未満の身体介護中心型を算定する場合及び緊急時訪問介護加算を算定す

る場合を除く。）に限り適用されるものとする。 

ただし、(5)①の規定に該当する場合は、上記の規定に関わらず、２０分未満の身体

介護中心型について、前回提供した指定訪問介護から２時間未満の間隔で提供するこ

とが可能であり、所要時間を合算せずにそれぞれの所定単位数を算定するものとする。 

(5) 20分未満の身体介護の算定について  

① 所要時間２０分未満の身体介護中心型の算定については、次の各号に掲げるいず

れにも該当する場合には、頻回の訪問（(4)③のただし書きに規定する、前回提供し

た訪問介護から概ね２時間の間隔を空けずにサービスを提供するものをいう。（以

下訪問介護費において同じ。））を行うことができる。 

 ａ 次のいずれかに該当する者 

 （a） 要介護１又は要介護２の利用者であって、周囲の者による日常生活に対する注

意を必要とする認知症のもの。（「周囲の者による日常生活に対する注意を必要

とする認知症のもの」とは、日常生活自立度ランクⅡ、Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当する

利用者を指すものとする。） 

 （ｂ）要介護３、要介護４及び要介護５の利用者であって、「「障害老人の日常生活

自立度（寝たきり度）判定基準」の活用について」（平成３年１１月１８日老健

１０２－２号厚生省大臣官房老人保健福祉部長通知）におけるランクＢ以上に該

当するもの（当該自立度の取扱いについては、第二の１の に定める「認知症高

齢者の日常生活自立度」の取扱いに準じる。） 

 ｂ ａの要件を満たす利用者を担当する介護支援専門員が開催するサービス担当者  

会議において、１週間のうち５日以上、頻回の訪問を含む２０分未満の身体介護の 

提供が必要と判断されたものに対して提供される指定訪問介護であること。この場 

合、当該サービス担当者会議については、当該指定訪問介護の提供日の属する月の 

前３月の間に１度以上開催され、かつ、サービス提供責任者が参加していなければ 

ならないこと。なお、１週間のうち５日以上の日の計算に当たっては、日中の時間 

帯のサービスのみに限らず、夜間、深夜及び早朝の時間帯のサービスも含めて差し 

支えないこと。 

ｃ 当該指定訪問介護を提供する指定訪問介護事業所は、２４時間体制で、利用者又 

はその家族等から電話等による連絡に常時対応できる体制にあるものでなければ 

ならない。 
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また、利用者又はその家族等からの連絡に対応する職員は、営業時間中において 

は当該事業所の職員が１以上配置されていなければならないが、当該職員が利用者 

からの連絡に対応できる体制を確保している場合は、利用者に指定訪問介護を提供 

することも差し支えない。また、営業時間以外の時間帯については、併設する事業 

所等の職員又は自宅待機中の当該指定訪問介護事業所の職員であって差し支えな 

い。 

ｄ  頻回の訪問により２０分未満の身体介護中心型の単位を算定する指定訪問介護 

事業所は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と一体的に運営している 

もの又は指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の指定を併せて受ける計画 

を策定しているものでなければならないこと。（要介護１又は要介護２の利用者に 

対して提供する場合は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と一体的に 

運営しているものに限る。） 

ｅ  ｃ及びｄの事項については届出を要することとされており、日中における２０分 

未満の身体介護中心型の算定を開始する始期については、第一の１の の取扱いに 

準じること。 

② ２０分未満の身体介護中心型については、下限となる所要時間を定めてはいない 

が、本時間区分により提供されるサービスについては、排泄介助、体位交換、服薬 

介助、起床介助、就寝介助等といった利用者の生活にとって定期的に必要な短時間 

の身体介護を想定しており、訪問介護の内容が単なる本人の安否確認や健康チェッ 

クであり、それに伴い若干の身体介護を行う場合には、算定できないものであるこ 

と。 

また、いずれの時間帯においても２０分未満の身体介護中心型の単位を算定する 

    場合、引き続き生活援助を行うことは認められない（緊急時訪問介護加算を算定す 

    る場合を除く。）ことに留意すること。 

③ ①の規定により、頻回の訪問を含む２０分未満の身体介護中心型の単位を算定し 

  た月における当該利用者に係る１月当たりの訪問介護費は、指定地域密着型サービ 

スに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第126号）の 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護費のイ(１)（訪問看護サービスを行わない場合） 

のうち当該利用者の要介護状態区分に応じた所定単位数を限度として算定できるも 

のであること。なお、頻回の訪問の要件を満たす事業所の利用者であっても、当該 

月において頻回の訪問を含まない場合は、当該算定上限を適用しないこと。 

    なお、頻回の訪問として提供する２０分未満の身体介護中心型の単位を算定する 

場合は、当該サービス提供が「頻回の訪問」にあたるものであることについて、居 

宅サービス計画において、明確に位置づけられていることを要するものであること。 
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② 訪問介護員２級課程修了者であるサービス提供責任者に係る減算 届出必要

（訪問介護・介護予防訪問介護共通） 

 ○概要

   サービス提供責任者の任用要件について、介護福祉士への段階的な移行を進めるた 

め、平成27年４月以降は訪問介護員２級課程修了者であるサービス提供責任者に係 

る減算割合を引き上げる。ただし、減算が適用される訪問介護事業所が、人員基準を 

満たす他の訪問介護事業所と統合し出張所（いわゆる「サテライト事業所」）となる 

場合は、平成29年度末までの間、減算適用事業所を統合する訪問介護事業所全体に 

ついて、当該減算を適用しないこととする。 

○訪問介護員２級課程修了者であるサービス提供責任者に係る減算

所定単位数に90/100を乗じた単位数 ⇒ 所定単位数に70/100を乗じた単位数 

※ 算定要件等

○訪問介護員２級課程修了者（平成25年4月以降は介護職員初任者研修修了者）である

サービス提供責任者を配置していること。（現行どおり） 

○減算が適用される訪問介護事業所が、人員基準を満たす他の訪問介護事業所と統合し

出張所（いわゆる「サテライト事業所」）となる場合は、平成３０年３月３１日まで

の間、減算適用事業所を統合する訪問介護事業所全体について、当該減算を適用しな

い。（平成２８年３月３１日までに届出が必要）

報酬告示(案) 

 注６ 別に厚生労働大臣が定めるサービス提供責任者（指定居宅サービス基準第５条

第２項のサービス提供責任者をいう。以下同じ）を配置している指定訪問介護事

業所（平成30年3月31日までの間は、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する

ものとして都道府県知事に届け出た指定訪問介護事業所を除く）において、指定

訪問介護を行った場合は、所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定する

。 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

訪問介護費の注６の厚生労働大臣が定める基準 

 平成２７年３月３１日時点で、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６

号）第２２条の２３第１項に規定する介護職員初任者研修課程を修了した者(以下
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「初任者研修修了者」という）をサービス提供責任者（指定居宅サービス等基準第

５条第２項に規定するサービス提供責任者をいう。以下同じ）として配置しており

、かつ、平成２７年４月１日以降も当該初任者研修修了者をサービス提供責任者と

して配置する指定訪問介護事業所であって、平成３０年３月３１日までに、当該訪

問介護事業所以外の指定訪問介護事業所であって当該訪問介護事業所に対して指

定訪問介護の提供に係る支援を行うものとの密接な連携の下に運営される指定訪

問介護事業所となること又はなることが確実に見込まれるものであること。 

留意事項通知(案)  （別冊資料 P３０～） 

(10) 介護職員初任者研修終了者であるサービス提供責任者を配置する指定訪問介

護事業所の減算について 

① 「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」（平成

１１年９月１７日老企第２５号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）において、「サ

ービス提供責任者の任用要件として、「３年以上介護等の業務に従事した者であっ

て、介護職員初任者研修課程を修了したもの」（介護職員基礎研修課程又は１級課

程を修了したものを除く。）を定めているところであるが、この要件については暫

定的なものである」とされており、サービス提供責任者の質の向上を図る観点から、

将来に向け当該暫定措置を解消することとしている。このため、介護職員初任者研

修課程修了者（介護職員基礎研修課程修了者、１級課程修了者又は看護師等の資格

を有する者を除く。以下同じ。）であるサービス提供責任者を配置する事業所に係

る訪問介護費を減算することとしたところであり、当該者を配置する指定訪問介護

事業所は、早期にこれらの者に介護福祉士の資格取得等をさせるよう努めること。 

② 本減算は、１月間（暦月）で１日以上、介護職員初任者研修課程修了者であるサ

ービス提供責任者を配置している事業所について、当該月の翌月に提供された全て

の指定訪問介護に適用となること。ただし、当該サービス提供責任者が月の途中に

介護福祉士（介護福祉士試験の合格者を含む。）又は実務者研修若しくは介護職員

基礎研修課程若しくは一級課程を修了（全カリキュラムを修了している場合、必ず

しも修了証明書の交付を求めない。）した者（以下この②において介護福祉士等と

いう。）となった場合については、翌月から減算は適用されないこと。また、配置

時点で介護福祉士等である者についても、本減算の適用対象者とはならないこと。 
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③ 平成２７年３月３１日現在、現に介護職員初任者研修課程修了者であるサービス

提供責任者を配置している事業所については、平成３０年３月３１日までに他の指

定訪問介護事業所の出張所等（指定居宅介護サービス等の事業の人員、設備及び運

営に関する基準について（平成１１年９月１７日老企第２５号）第二の一に規定す

る出張所等。以下同じ）となることが「確実に見込まれる」旨を都道府県知事（地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指

定都市」という。）及び同法第２５２条の２２第１項の中核市（以下「中核市」と

いう。）においては、指定都市又は中核市の市長。以下同じ。）に届け出た場合は、

平成３０年３月３１日までの間に限り減算の適用を受けないこととする経過措置を

設けたところであるが、当該経過措置の適用を受けようとする指定訪問介護事業所

は、他の指定訪問介護事業所の出張所等に移行する計画を記載した書面を作成し保

管しなければならないこと。 

④ ③の経過措置の適用を受けようとする事業所においては、都道府県知事等に対す

る届出を平成２８年３月３１日までに行うものとする。 

  当該届出があった場合について、都道府県知事等は、必要に応じて当該指定訪問

介護事業所に対し、移行計画の進捗状況を確認すること。移行計画に沿った進捗が

見られない等、他の指定訪問介護事業所の出張所等への移行に係る取組が認められ

ない場合は、速やかに本減算を適用すること。 

③ 集合住宅に居住する利用者へのサービス提供        体制届不要

（訪問介護・介護予防訪問介護共通） 

（ア）事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内の建物（養護老人ホーム、軽費老人ホー

ム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。）に居住する利用者を

訪問する場合は、当該建物に居住する人数に関わらず、当該利用者に対する報酬を

減算する。 

（イ）上記以外の建物（建物の定義は同上）に居住する利用者を訪問する場合は、当該

建物に居住する利用者が一定数以上であるものについて、新たに減算する。 

○事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者２０人以上にサービス提

供を行う場合の減算 

所定単位数に90/100を乗じた単位数

※平成27年度から体制届は不要 
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※ 算定要件等

○ 集合住宅の居住者にサービス提供する場合に減算対象となる利用者は以下のとおり

とする。

 ・ 事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物（養護老人ホーム、軽費

老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。）に居住する

者 

 ・  上記以外の範囲に所在する建物（建物の定義は同上）に居住する者（当該建物に

居住する利用者の人数が１月あたり２０人以上の場合） 

報酬告示(案) 

 注７ 指定訪問介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の

建物（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の４に規定する養護老人ホ

ーム同法第20条の６に規定する軽費老人ホーム若しくは同法第29条第１項に規

定する有料老人ホーム又は高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律

第26号）第５条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅であって同項に規

定する都道府県知事の登録を受けたものに限る。以下この注並びに訪問入浴介護

費の注４、訪問看護費の注３及び訪問リハビリテーション費の注２において同じ

）若しくは指定訪問介護事業所と同一建物に居住する利用者又は指定訪問介護事

業所における一月当たりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物の利用

者に対し、指定訪問介護を行った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単

位数を算定する。 

留意事項通知(案) （別冊資料P３１～） 

(11) 指定訪問介護事業所と同一の敷地若しくは隣接する敷地内の建物に居住する利

用者に対する取扱い 

① 同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物の定義 

注７における「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」とは、当該指定訪問

介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物（養護老人ホーム、経費老人ホーム、

有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。以下「有料老人ホーム等」と

いう。）及び同一の敷地内並びに隣接する敷地（当該指定訪問介護事業所と有料老人

ホーム等が道路等を挟んで設置している場合を含む。）にある建築物のうち効率的な

サービス提供が可能なものを指すものである。具体的には、一体的な建築物として、

当該建物の１階部分に指定訪問介護事業所がある場合や当該建物と渡り廊下でつな

がっている場合など、同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物として、同一敷地
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内にある別棟の建築物や幅員の狭い道路を挟んで隣接する場合などが該当するもの

であること。 

② 同一の建物に２０人以上居住する建物の定義 

 イ 「当該指定訪問介護事業所における利用者が同一建物に 20 人以上居住する建

物」とは、①に該当するもの以外の有料老人ホーム等を指すものであり、当該有料

老人ホーム等に当該指定訪問介護事業所の利用者が２０人以上居住する場合に該

当し、同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数を合算

するものではない。 

 ロ この場合の利用者数は１月間（歴月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１

月間の利用者の数の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利

用者の合計を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算定に当

たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。 

③ 当該減算は、指定訪問介護事業所と有料老人ホーム等の位置関係により、効率的な 

サービス提供が可能であることを適切に評価する趣旨であることに鑑み、本減算の適 

用については、位置関係のみをもって判断することがないよう留意すること。具体的 

には、次のような場合を一例として、サービス提供の効率化につながらない場合には、 

減算を適用すべきではないこと。 

（同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に該当しないものの例） 

・  同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合 

・  隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断する 

      ために迂回しなければならない場合 

 （同一の建物に２０人以上居住する建物に該当しないものの例） 

・  同一建物に、複数のサービス付き高齢者向け住宅として登録された住戸が点在 

するもの（サービス付き高齢者向け住宅として登録された住戸が特定の階層にま 

とまっているものを除く。）であって、当該建物の総戸数のうちサービス付き高 

齢者向け住宅の登録戸数が５割に満たない場合。 

④ ①及び②のいずれの場合においても、同一の建物については、当該建築物の管理、 

運営法人が当該指定訪問介護事業所の指定訪問介護事業者と異なる場合であっても 

該当するものであること。 

⑤ ②の実利用者については、当該指定訪問介護事業所が、第１号訪問事業（指定介護

予防訪問介護に相当するものとして市町村が定めるものに限る。以下同じ。）と一体

的な運営をしている場合、第１号訪問事業の利用者を含めて計算すること。 
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④ 特定事業所加算の新たな加算区分の追加         体制届必要

（訪問介護のみ） 

中重度の要介護者を重点的に受け入れるとともに、人員基準を上回る常勤のサービス

提供責任者を配置する事業所に対する評価を行う。 

○特定事業所加算（Ⅳ）（新規）⇒ 所定単位数の100 分の 5に相当する単位数を加算 

※ 算定要件等 

○ 人員基準に基づき置かなければならない常勤のサービス提供責任者数を上回る

数の常勤のサービス提供責任者を配置していること（利用者数が80人未満の事業

所に限る。）【人材要件】 

○ サービス提供責任者全員に、サービス提供責任者業務の質の向上に資 する個別

研修計画が策定され、研修が実施または予定であること。【体 制要件】

○ 利用者総数のうち、要介護３以上、認知症自立度Ⅲ以上の利用者が60％以上で

  あること。【重度対応要件】

報酬告示(案) 

 注10  別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事に届

け出た指定訪問介護事業所が、利用者に対し、指定訪問介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 

(1) 特定事業所加算(Ⅰ) 所定単位数の100分の20に相当する単位数 

(2) 特定事業所加算(Ⅱ) 所定単位数の100分の10に相当する単位数 

(3) 特定事業所加算(Ⅲ) 所定単位数の100分の10に相当する単位数 

(4) 特定事業所加算(Ⅳ) 所定単位数の100分の ５に相当する単位数（新設） 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

訪問介護費における特定事業所加算の基準 

イ  特定事業所加算(Ⅰ)  次に掲げる基準のいずれにも該当すること。 

  当該指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等（登録型の訪問介護員等 

（あらかじめ指定訪問介護事業所に登録し、当該事業所から指示があった 

場合に、直接、当該指示を受けた利用者の居宅を訪問し、指定訪問介護を 

行う訪問介護員等をいう。）を含む。以下同じ。）に対し、訪問介護員等 

ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部における研修を含 

む。）を実施又は実施を予定していること。 
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  次に掲げる基準に従い、指定訪問介護が行われていること。 

利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝 

達又は当該指定訪問介護事業所における訪問介護員等の技術指導を目的 

とした会議を定期的に開催すること。 

指定訪問介護の提供に当たっては、サービス提供責任者が、当該利用 

者を担当する訪問介護員等に対し、当該利用者に関する情報やサービス 

提供に当たっての留意事項を文書等の確実な方法により伝達してから開 

始するとともに、サービス提供終了後、担当する訪問介護員等から適宜 

報告を受けること。 

  当該指定訪問介護事業所の全ての訪問介護員等に対し、健康診断等を定 

期的に実施すること。 

  指定居宅サービス基準第２９条第６号に規定する緊急時等における対応 

方法が利用者に明示されていること。 

  当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等の総数のうち介護福祉士の占め 

る割合が１００分の３０以上又は介護福祉士、実務者研修修了者並びに旧介

護職員基礎研修課程及び旧１級課程修了者の占める割合が１００分の５０ 

以上であること。 

  当該指定訪問介護事業所の全てのサービス提供責任者が３年以上の実務 

経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経験を有する実務者研修修了 

者若しくは旧介護職員基礎研修課程修了者若しくは旧１級課程修了者であ 

ること。ただし、指定居宅サービス基準第五条第２項の規定により１人を 

超えるサービス提供責任者を配置することとされている事業所においては、

常勤のサービス提供責任者を２名以上配置していること。 

  前年度又は算定日が属する月の前３月間における利用者の総数のうち、 

     要介護状態区分が要介護４及び要介護５である者、日常生活に支障をきた 

     すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とする 

     認知症（介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第 

   ５条の二に規定する認知症をいう。）である者並びに社会福祉士及び介護 

     福祉士法施行規則（昭和６１年厚生省令第４９号）第１条各号に掲げる行 

     為を必要とする者（当該指定訪問介護事業所が社会福祉士及び介護福祉士 

     法（昭和６２年法律第３０号）附則第２０条第１項の登録を受けている場 

   合に限る。）の占める割合が１００分の２０以上であること。 

 ロ 特定事業所加算(Ⅱ)  イの から までに掲げる基準のいずれにも適合し、

   かつ 又は のいずれかに適合すること。 

 ハ  特定事業所加算(Ⅲ)  イの から まで及び に掲げる基準のいずれにも 

   適合すること。 
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  ニ  特定事業所加算(Ⅳ)  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1)  イの(2)から(4)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(2)  指定訪問介護事業所の全てのサービス提供責任者に対し、サービス提供 

   責任者ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部における研 

   修を含む を実施又は実施を予定していること。 

(3)  指定居宅サービス等基準第５条第２項の規定により配置することとさ 

    れている常勤のサービス提供責任者が２人以下の指定訪問介護事業所であ

って、同項の規定により配置することとされているサービス提供責任者を

常勤により配置し、かつ、同項に規定する基準を上回る数の常勤のサービ

ス提供責任者を１人以上配置していること。 

(4)  前年度又は算定日が属する月の前３月間における利用者の総数のうち、 

要介護状態区分が要介護３、要介護４又は要介護５である者、日常生活に 

支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必 

要とする認知症である者並に社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１条 

各号に掲げる行為を必要とする者の占める割合が１００分の６０以上であ 

ること。 

留意事項通知(案) （別冊資料 P３３～） 

(17) 特定事業所加算について  

特定事業所加算の各算定要件については、次に定めるところによる。 

①  体制要件 

 イ 計画的な研修の実施 

   厚生労働大臣が定める基準（平成２４年厚生労働省告示第９６号。以下「９

６号告示」という。）第３号イ(1)の「訪問介護員等ごとに研修計画の作成」又

は同号ニ(2)の「サービス提供責任者ごとに研修計画を作成」については、当該

事業所におけるサービス従事者の資質向上のための研修内容の全体像と当該研

修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、訪問介護員等又はサービス

提供責任者について個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を

定めた計画を策定しなければならない。 

 ロ 会議の定期的開催 

   同号イ の「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意

事項の伝達又は当該指定訪問介護事業所における訪問介護員等の技術指導を目

的とした会議」とは、サービス提供責任者が主宰し、登録ヘルパーも含めて、

当該事業所においてサービス提供に当たる訪問介護員等のすべてが参加するも

のでなければならない。なお、実施に当たっては、全員が一堂に会して開催す
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る必要はなく、サービス提供責任者ごとにいくつかのグループ別に分かれて開

催することで差し支えない。会議の開催状況については、その概要を記録しな

ければならない。なお、「定期的」とは、概ね１月に１回以上開催されている

必要がある。 

 ハ 文書等による指示及びサービス提供後の報告 

   同号イ の「当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事

項」とは、少なくとも、次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記

載しなければならない。 

  ・利用者のＡＤＬや意欲 

  ・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

  ・家族を含む環境 

  ・前回のサービス提供時の状況 

  ・その他サービス提供に当たって必要な事項 

   なお、「前回のサービス提供時の状況」を除く事項については、変更があっ

た場合に記載することで足りるものとし、１日のうち、同一の訪問介護員等が

同一の利用者に複数回訪問する場合であって、利用者の体調の急変等、特段の

事情がないときは、当該利用者に係る文書等の指示及びサービス提供後の報告

を省略することも差し支えないものとする。 

また、サービス提供責任者が事業所に不在時のサービス提供に係る文書等によ

る指示及びサービス提供後の報告については、サービス提供責任者が事前に一括

指示を行い、適宜事後に報告を受けることも差し支えないものとする。この場合、

前回のサービス提供時の状況等については、訪問介護員等の間での引き継ぎを行

う等、適切な対応を図るとともに、利用者の体調の急変等の際の対応のためサー

ビス提供責任者との連絡体制を適切に確保すること。 

   同号イ の「文書等の確実な方法」とは、直接面接しながら文書を手交す

る方法のほか、ＦＡＸ、メール等によることも可能である。 

   また、同号イ の訪問介護員等から適宜受けるサービス提供終了後の報告

内容について、サービス提供責任者は、文書（電磁的記録を含む。）にて記録

を保存しなければならない。 

 ニ 定期健康診断の実施 

   同号イ の健康診断等については、労働安全衛生法により定期に実施するこ

とが義務付けられた「常時使用する労働者」に該当しない訪問介護員等も含め

て、少なくとも１年以内ごとに１回、事業主の費用負担により実施しなければ

ならない。新たに加算を算定しようとする場合にあっては、少なくとも１年以

内に当該健康診断等が実施されることが計画されていることをもって足りるも

のとする。 

 ホ 緊急時における対応方法の明示 

   同号イ の「明示」については、当該事業所における緊急時等の対応方針、

緊急時の連絡先及び対応可能時間等を記載した文書を利用者に交付し、説明を

行うものとする。なお、交付すべき文書については、重要事項説明書等に当該
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内容を明記することをもって足りるものとする。 

② 人材要件 

 イ 訪問介護員等要件 

   第３号イ の介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者

及び１級課程修了者の割合については、前年度（３月を除く。）又は届出日の

属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について、常勤換算方法により算

出した数を用いて算出するものとする。 

   なお、介護福祉士又は実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者若し

くは１級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得している又は研

修の課程を修了している者とすること。 

   また、看護師等の資格を有する者については、１級課程の全科目を免除する

ことが可能とされていたことから、１級課程修了者に含めて差し支えない。 

 ロ サービス提供責任者要件 

   同号イ の「実務経験」は、サービス提供責任者としての従事期間ではなく、

在宅や施設を問わず介護に関する業務に従事した期間をいうものであり、資格

取得又は研修修了前の従事期間も含めるものとする。 

   なお、同号イ ただし書については、指定居宅サービス基準第５条第２項の

規定により常勤のサービス提供責任者を２人配置することとされている事業所

については、同項ただし書により常勤のサービス提供責任者を１人配置し、非

常勤のサービス提供責任者を常勤換算方法で必要とされる員数配置することで

基準を満たすことになるが、本要件を満たすためには、常勤のサービス提供責

任者を２人以上配置しなければならないとしているものである。 

   また、同号ニ(3)については、指定居宅サービス等基準第５条第２項の規定に

より配置されることとされている常勤のサービス提供責任者が２人以下の指定

訪問介護事業所であって、基準により配置されることとされている常勤のサー

ビス提供責任者の数（サービス提供責任者の配置について、常勤換算方法を採

用する事業所を除く。）を上回る数の常勤のサービス提供責任者を１人以上配

置しなければならないこととしているものである。 

   看護師等の資格を有する者については、１級課程の全科目を免除することが

可能とされていたことから、１級課程修了者に含めて差し支えない。 

③ 重度要介護者等対応要件 

  第３号イ の要介護４及び要介護５である者又は同号ニ(4)の要介護３、要介護 

４又は要介護５である者、日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動 

が認められることから介護を必要とする認知症である者並びに社会福祉士及び介 

護福祉士法施行規則（昭和６１年厚生省令第４９号）第１条各号に掲げる行為を必 

要とする者の割合については、前年度（３月を除く。）又は届出日の属する月の前 

３月の１月当たりの実績の平均について、利用実人員又は訪問回数を用いて算定す 

るものとする。なお、「日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が 

認められることから介護を必要とする認知症である者」とは、日常生活自立度のラ 

ンクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を、「社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第 
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１条各号に掲げる行為を必要とする者」とは、たんの吸引等（口腔内の喀痰吸引、 

鼻腔内の喀痰吸引、気管カニューレ内の喀痰吸引、胃ろう又は腸ろうによる経管栄 

養又は経鼻経管栄養）の行為を必要とする利用者を指すものとする。また、本要件 

に係る割合の計算において、たんの吸引等の行為を必要とする者を算入できる事業 

所は、社会福祉士及び介護福祉士法の規定に基づく、自らの事業又はその一環とし 

てたんの吸引等の業務を行うための登録を受けているものに限られること。 

④ 割合の計算方法 

  ②イの職員の割合及び③の利用実人員の割合の計算は、次の取扱いによるもの

とする。 

 イ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した

事業所を含む。）については、前年度の実績による加算の届出はできないもの

とする。 

 ロ 前３月の実績により届出を行った事業所については、届出を行った月以降に

おいても、直近３月間の職員又は利用者の割合につき、毎月継続的に所定の割

合を維持しなければならない。 

   また、その割合については、毎月ごとに記録するものとし、所定の割合を下

回った場合については、直ちに第一の５の届出を提出しなければならない。 

⑤ 生活機能向上連携加算の拡大     

（訪問介護・介護予防訪問介護共通） 

生活機能向上連携加算について、従前の（予防）訪問リハビリテーションに加え、（予

防）通所リハビリテーションのリハビリテーション専門職が利用者の居宅を訪問する際

にサービス提供責任者が同行する等により、リハビリテーション専門職と共同して、利

用者の身体状況等を評価し、生活機能の向上を目的とした（予防）訪問介護計画を作成

した場合についても評価することとする要件の見直しを行う。 

※ 算定要件等 

○  サービス提供責任者が、指定（介護予防）訪問リハビリテーション事業所又は指 

  定（介護予防）通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語 

  聴覚士(以下「理学療法士等」という。)による指定（介護予防）訪問リハビリテー 

  ション又は指定（介護予防）通所リハビリテーションの一環として利用者の自宅を 

  訪問する際にサービス提供責任者が同行する等により、当該理学療法士等と共同し 

  て行ったアセスメント結果に基づき（介護予防）訪問介護計画を作成していること。

○ 当該理学療法士等と連携して（介護予防）訪問介護計画に基づくサービスを提供し

ていること。 
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○ 当該計画に基づく初回の当該指定（介護予防）訪問介護が行われてから3ヶ月間、

算定できること。

報酬告示(案) 

ホ 生活機能向上連携加算  

利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事業所（指定居宅サービス基準第

76条第１項に規定する指定訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同じ）又

は指定通所リハビリテーション事業所（指定居宅サービス基準第111条第1項に規

定する指定通所リハビリテーション事業所をいう。以下同じ）の理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士が、指定訪問リハビリテーション（指定居宅サービス基準第

75条に規定する指定訪問リハビリテーションをいう。以下同じ）又は指定通所リ

ハビリテーション（指定居宅サービス基準第110条に規定する指定通所リハビリテ

ーションをいう。以下同じ）の一環として当該利用者の居宅を訪問する際にサービ

ス提供責任者が同行する等により、当該理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と

利用者の身体の状況等の評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした

訪問介護計画を作成した場合であって、当該理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士と連携し、当該訪問介護計画に基づく指定訪問介護を行ったときは、初回の当該

指定訪問介護が行われた日の属する月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算

する。 

留意事項通知(案) （別冊資料 P３５～） 

(20)生活機能向上連携加算について 

① 「生活機能の向上を目的とした訪問介護計画」とは、利用者の日常生活におい

て介助等を必要とする行為について、単に訪問介護員等が介助等を行うのみなら

ず、利用者本人が、日々の暮らしの中で当該行為を可能な限り自立して行うこと

ができるよう、その有する能力及び改善可能性に応じた具体的目標を定めた上で、

訪問介護員等が提供する指定訪問介護の内容を定めたものでなければならない。 

② ①の訪問介護計画の作成に当たっては、指定訪問リハビリテーション事業所又

は指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

（以下２において「理学療法士等」という。）が利用者の居宅を訪問する際にサ

ービス提供責任者が同行する又は当該理学療法士等及びサービス提供責任者が利

用者の居宅を訪問した後に共同してカンファレンス（指定居宅介護支援等の事業

の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号）第１３条第９号に

規定するサービス担当者会議として開催されるものを除く。）を行い、当該利用

者のＡＤＬ（寝返り、起き上がり、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩ

ＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況等）に関する利用者の状況につ

き、理学療法士等とサービス提供責任者が共同して、現在の状況及びその改善可

能性の評価（以下「生活機能アセスメント」という。）を行うものとする。 
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③ ①の訪問介護計画には、生活機能アセスメントの結果のほか、次に掲げるその

他の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資する内容を記載しなければならな

い。 

ア 利用者が日々の暮らしの中で可能な限り自立して行おうとする行為の内容 

イ 生活機能アセスメントの結果に基づき、アの内容について定めた３月を目途 

とする達成目標 

ウ イの目標を達成するために経過的に達成すべき各月の目標 

エ イ及びウの目標を達成するために訪問介護員等が行う介助等の内容 

④ ③のイ及びウの達成目標については、利用者の意向及び利用者を担当する介護

支援専門員の意見も踏まえ策定するとともに、利用者自身がその達成度合いを客

観視でき、当該利用者の意欲の向上につながるよう、例えば当該目標に係る生活

行為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作（立位又は座位

の保持等）の時間数といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的な指

標を用いて設定すること。 

⑤ ①の訪問介護計画及び当該計画に基づく訪問介護員等が行う指定訪問介護の内

容としては、例えば次のようなものが考えられること。 

達成目標として「自宅のポータブルトイレを１日１回以上利用する（１月目、２

月目の目標として座位の保持時間）」を設定。 

（１月目）訪問介護員等は週二回の訪問の際、ベッド上で体を起こす介助を行い、

利用者が五分間の座位を保持している間、ベッド周辺の整理を行いながら安全確

保のための見守り及び付き添いを行う。 

  （２月目）ベッド上からポータブルトイレへの移動の介助を行い、利用者の体を

支えながら、排泄の介助を行う。 

（３月目）ベッド上からポータブルトイレへ利用者が移動する際に、転倒等の防止

のため付き添い、必要に応じて介助を行う（訪問介護員等は、指定訪問介護提供

時以外のポータブルトイレの利用状況等について確認を行う。）。 

⑥ 本加算は②の評価に基づき、①の訪問介護計画に基づき提供された初回の指定

訪問介護の提供日が属する月以降３月を限度として算定されるものであり、３月

を超えて本加算を算定しようとする場合は、再度②の評価に基づき訪問介護計画

を見直す必要があること。なお、当該３月の間に利用者に対する指定訪問リハビ

リテーション又は指定通所リハビリテーションの提供が終了した場合であって

も、３月間は本加算の算定が可能であること。 

⑦ 本加算を算定する期間中は、各月における目標の達成度合いにつき、利用者及

び指定訪問リハビリテーション又は指定通所リハビリテーションの理学療法士等

に報告し、必要に応じて利用者の意向を確認し、当該理学療法士等から必要な助

言を得た上で、利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの改善状況及び③のイの達成目標を

踏まえた適切な対応を行うこと。 
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⑥ 介護職員処遇改善加算

（訪問介護・介護予防訪問介護共通）

介護職員処遇改善加算については、介護職員の処遇改善が後退しないよう現行の加算

の仕組みは維持しつつ、更なる資質向上の取組、雇用管理の改善、労働環境の改善の取

組を進める事業所を対象とし、更なる上乗せ評価を行うための区分を創設する。 

 ※ 新しい加算率 イ 加算（Ⅰ）：(新  設) 8.6％

          ロ 加算（Ⅱ）：(旧加算Ⅰ) 4.0％→4.8％ 

                    ハ 加算（Ⅲ）：(旧加算Ⅱ) ﾛにより算定した単位×0.9→ﾛにより算定した単位×0.9

                  ニ 加算（Ⅱ）：(旧加算Ⅰ) ﾛにより算定した単位×0.8→ﾛにより算定した単位×0.8

報酬告示(案) 

ヘ 介護職員処遇改善加算 

  注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実

施しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問介護事業所が、利用者

に対し、指定訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成30

年３月 31 日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。 

  介護職員処遇改善加算(Ⅰ)   イからホまでにより算定した単位数の1000 

  分の 86 に相当する単位数 

  介護職員処遇改善加算(Ⅱ)   イからホまでにより算定した単位数の1000 

分の 48 に相当する単位数 

 介護職員処遇改善加算(Ⅲ)    により算定した単位数の100分の 90に 

相当する単位数 

 介護職員処遇改善加算(Ⅳ)    により算定した単位数の100分の 80に 

相当する単位数 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

訪問介護費における介護職員処遇改善加算の基準 

イ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ)  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改善」という。）に 

 要する費用の見込額が介護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に 

 関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 

 指定訪問介護事業所において、 の賃金改善に関する計画、当該計画に係る 

実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職 

員処遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、都道府県知事（地方自 

治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指 

定都市」という。）及び同法第２５２条の２２第１項の中核市（以下「中核市」 

という。）にあっては、指定都市又は中核市の市長。第３５号及び第６５号を除 

き、以下同じ。）に届け出ていること。 
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 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。 

 当該指定訪問介護事業所において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関 

する実績を都道府県知事に報告すること。 

 算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法（昭和２２年法律第４ 

９号）、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）、最低賃金法（昭和 

３４年法律第１３７号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）、雇用保 

険法（昭和４９年法律第１１６号）その他の労働に関する法令に違反し、罰金 

以上の刑に処せられていないこと。 

 該指定訪問介護事業所において、労働保険料（労働保険の保険料の徴収等に 

関する法律（昭和４４年法律第８４号）第１０条第２項に規定する労働保険料 

をいう。以下同じ。）の納付が適正に行われていること。 

 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金 

に関するものを含む。）を定めていること。 

の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知しているこ 

と。 

介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修 

の実施又は研修の機会を確保していること。 

について、全ての介護職員に周知していること。 

 平成２７年４月から の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員 

の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇改 

善に要した費用を全ての職員に周知していること。 

ロ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ)  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 イ から までに掲げる基準に適合すること。 

 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃 

 金に関するものを含む。）を定めていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知している 

こと。 

次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研 

修の実施又は研修の機会を確保していること。 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。 

 平成２０年１０月からイ の届出の日の属する月の前月までに実施した介護 

職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処 

遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。 

ハ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ)  イ から までに掲げる基準のいずれにも適合 

し、かつロ 又は に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

ニ 介護職員処遇改善加算(Ⅳ)  イ から までに掲げる基準のいずれにも適合 

すること。 
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この改定に伴い、重要事項説明書の利用料について変更し、 

平成２７年度からの利用申込者に対しては、 

改正内容を反映させた重要事項説明書を作成の上、 

当該説明書を交付して説明を行い、 

利用申込者の同意を得てください。 

また、既存の利用者に対しては、 

変更内容を反映した重要事項説明書 

（同意を得ている重要事項説明書の内容の一部の差し替えとして、 

変更部分のみでも可）を交付して説明を行ってください。 

【根拠】 

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（案） 

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（案） 

◆介護給付費単位数表（地域区分別１単位の単価：７級地 １０．２１円） 

加算なしver.  

処遇改善加算、特定事業所加算、同一建物減算等（すべての請求分に反映されるもの）を 

考慮しない場合の単位数表です。 

 1 訪問介護費（１回につき） 

改正後単位数 介護報酬 利用者自己負担額 

イ 身体介護が中心である場合

① 所要時間２０分 

未満の場合 

【身体介護０】 

１６５単位 １,６８４円 １６９円 

② 所要時間２０分以

上３０分未満の場合

【身体介護１】 

２４５単位 ２,５０１円 ２５１円 

    平 成 ２ ７ 年 度 か ら の 料 金 表    （ 案 ）
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改正後単位数 介護報酬 利用者自己負担額 

③ 所要時間３０分以

上１時間未満の場合

【身体介護２】 

３８８単位 ３,９６１円 ３９７円 

④ 所要時間１時間 

以上の場合 

【身体介護３～】 

５６４単位に所要時

間１時間から起算し

て３０分を増すごと

に８０単位を加算し

た単位数 

５,７５８円に所要時

間１時間から起算し

て３０分を増すごと

に＋８１６円 

５７６円に所要時間

１時間から起算して

３０分を増すごとに

＋８２円 

ロ 身体介護に引き続く生活援助

上記の身体介護に加

算されるもの（生活援

助部分のみの金額） 

※２０１単位が上限  

所要時間２０分から

起算して２５分を増

すごとに６７単位を 

加算した単位数 

６８４円 ６９円 

ハ 生活援助が中心である場合

① 所要時間２０分以

上４５分未満の場合

【生活援助２】 

１８３単位 １,８６８円 １８７円 

② 所要時間４５分 

以上の場合 

【生活援助３】 

２２５単位 ２,２９７円 ２３０円 

ニ 通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合

通院等乗降介助 ９７単位 ９９０円 ９９円 
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２ 介護予防訪問介護費（１月につき）

改正後単位数 介護報酬 利用者負担額 

① 介護予防 

訪問介護費（Ⅰ） 
１１６８単位 １１,９２５円 １,１９３円 

② 介護予防 

訪問介護費（Ⅱ） 
２３３５単位 ２３,８４０円 ２,３８４円 

③ 介護予防 

訪問介護費（Ⅲ） 
３７０４単位 ３７,８１７円 ３,７８２円 

３ 加算 ※以下の加算について、単位数の改定はなし

改正後単位数 介護報酬 利用者負担額 

① 初回加算 ２００単位 ２,０４２円 ２０５円 

② 緊急時 

訪問介護加算 
１００単位 １,０２１円 １０３円 

計算方法（介護報酬の解釈１青本P１５５）

単位数×１０．２１（地域単価）＝A（１円未満の端数切捨て） 

A×０．9（保険請求割合）＝B（１円未満の端数切捨て） 

A（介護報酬総額）－B（保険請求額）＝利用者負担額 

上記の計算から導く額と違いが生じる場合もあるので、 

A（介護報酬総額）×０．１で導くのは間違いです。 

【例】所要時間２０分以上３０分未満【身体介護１】の利用者負担額を求める場合 

○  ２４５×１０.２１＝２５０１.４５→２５０１（Ａ） 

２５０１×０.９＝２２５０.９→２２５０（Ｂ） 

２５０１（Ａ）－２２５０（Ｂ）＝２５１ ≪正答≫ 

×  ２４５×１０.２１＝２５０１.４５ 

２５０１×０.１＝２５０.１（端数が残る、１円未満の端数を切捨てると２５０） ≪誤答≫ 

自己負担額は、１回ごとではなく、利用月の利用総単位数をもとに計算するので、 

小数点以下の端数処理の関係が生じ、１回分の負担額と必ずしも一致しない場合があります。 
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 主な関係法令

・介護保険法（平成9年法律第123号） 

  ・介護保険法施行令（平成10年政令第412号） 

  ・介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号） 

  ・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号） 

・岡山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

（平成24年市条例第８５号） 

・岡山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規

則                           （平成2５年市条例第９８号） 

 ・岡山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

（平成24年市規則第９０号） 

・岡山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例施行規則 

（平成２５年市規則第１０３条） 

  ・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準  （平成12年厚生省告示第19号） 

 ・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

                          （平成18年厚生労働省告示第127号） 

  ・指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について 

                              （平成11年老企第25号） 

  ・介護保険法に基づき条例で規定された指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等の基

準について（平成２５年岡事指第１２２１号） 

  ・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理 

  指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する 

  基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年老企第36号） 

 ・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項 

について（平成18年老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号） 

事 業 運 営 関 係 
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上記の法令･通知等は、次の文献、ホームページ等でご確認ください。 

【文献】 

介護報酬の解釈 １単位数表編  平成２６年４月版（発行：社会保険研究所）･･･青本 

介護報酬の解釈 ２指定基準編  平成２４年６月版（発行：社会保険研究所）･･･赤本 

介護報酬の解釈 ３ＱＡ・法令編 平成２４年６月版（発行：社会保険研究所）･･･緑本 

【ホームページ】 

 ・厚生労働省 法令等データベースシステム 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/

 ・厚生労働省 介護サービス関係Ｑ＆Ａ 

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/index_qa.html

 ・ＷＡＭ.ＮＥＴ（福祉医療機構が運営する、福祉・保健・医療の総合情報サイト） 

http://www.wam.go.jp/

 ・岡山市事業者指導課ホームページ 

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00003.html
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No 項目 主な指摘・指導事項 指導概要 チェック

1
勤務の
予定と
実績

勤務予定表が法人全体のもののみ
であり、兼務の従業者について、
事業所別に勤務時間を把握できる
ものではなく、営業時間帯の人員
配置及び月ごとの勤務時間数が不
明確であった。

利用者に対する適切なサービス提供を確保するため、
事業所ごと月ごとの勤務予定表を作成し、すべての訪
問介護員等について、日々の勤務時間、業務の内容、
常勤・非常勤の別、兼務関係等を明確にするととも
に、併せて勤務の実績についても月ごとに記録し､訪問
介護事業に係る勤務時間を正確に把握すること。ま
た、営業時間内における訪問介護事業所の従業者の配
置を明確にすること。

2
勤務の
予定と
実績

勤務予定表について、平成２６年
４月以前のものが、保存されてい
なかった。

管理者は、勤務予定表と勤務実績表を併せて５年間保
存しておくこと。

3
勤務の
予定と
実績

登録訪問介護員の出勤簿等が作成
されておらず、勤務実績の記録が
不明確であった。

全ての従業者について、日々の勤務時間を記録してお
くこと。

4
勤務の
予定と
実績

事業所ごとの勤務予定表及び勤務
実績表が作成されていなかった。
また、勤務実績があるにも係ら
ず、勤務予定表及び勤務実績表に
記載のない訪問介護員がいた。

指定訪問介護事業所ごとの勤務予定表及び勤務実績表
を作成し、全従業者について、日々の勤務時間、職務
の内容、常勤・非常勤の別、兼務関係等を明確に記載
すること。

5
勤務の
予定と
実績

勤務予定表に実績を上書きしてい
るため、勤務実績しか保管できて
いなかった。

岡山市条例において、勤務体制については、 利用者に
対し適切な指定訪問介護を提供できるよう、事業所ご
と月ごとに勤務の体制を定め、その勤務の実績ととも
に記録しておかなければならないとされているため、
訪問介護事業所のすべての従業者について、日々の勤
務時間、業務の内容、常勤・非常勤の別、兼務関係等
を明確にした勤務予定表と、勤務実績をともに保管し
ておくこと。

6
勤務の
予定と
実績

勤務予定表と勤務実績表が作成さ
れていなかった。また、管理者兼
サービス提供責任者の出勤簿が作
成されていなかった。

全ての従業者について、事業所ごとに、月ごとの勤務
予定表を作成するとともに、日々の勤務実態（出勤時
間、退勤時間、サービス提供時間等）を正確に記録し
ておくこと。

7
勤務の
予定と
実績

訪問介護事業以外のサービスに従
事した時間と、訪問介護事業に従
事した時間が、明確に区分されて
いない従業者がいた。

常勤換算で算入することができる勤務時間は、訪問介
護員としてサービス提供に従事する時間又はサービス
提供のための準備等を行う時間として勤務表に明確に
位置づけられている時間のみであるため、他事業との
兼務がある場合は勤務時間を明確に区分し、記録して
おくこと。

8
勤務の
予定と
実績

週ごとのシフト表は作成していた
が、月ごとの勤務予定表と勤務実
績表がなかった。

全ての従業者について、月ごとの勤務予定表を作成す
るとともに、日々の勤務実態（出勤時間、退勤時間、
サービス提供時間等）を正確に記録しておくこと。

9
勤務の
予定と
実績

住宅型有料老人ホームとそれ以外
との勤務地別で、勤務予定表及び
勤務実績表が作成されていた。ま
た、勤務実績があるにも係らず、
予定表及び実績表に記載のない訪
問介護員がいた。

事業所ごとの勤務予定表及び勤務実績表を作成し、全
従業者について記載すること。

　　 平成２６年度　【厳選！】実地指導における主な指摘・指導事項【１００選】
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No 項目 主な指摘・指導事項 指導概要 チェック

10
人員基
準

勤務予定表及び勤務実績表が作成
されていなかった。また、平成２
６年１月の訪問介護員の人員基準
（常勤換算方法で２.５以上）が
満たされていなかった。

管理者は、勤務予定表及び勤務実績表を月ごと、事業
所ごとに作成して、従業員の勤務時間を正確に把握
し、人員基準を遵守すること。

11
人員基
準

直行直帰の訪問介護員が自宅から
利用者宅までの通勤時間を実績と
して勤務時間に含めていた。ま
た、出勤簿は作成されていたが、
訪問介護に従事していない時間と
区別して記録されていなかった。

常勤換算で算入することができる勤務時間は、訪問介
護員としてサービス提供に従事する時間又はサービス
提供のための準備等を行う時間として勤務表に明確に
位置づけられている時間のみであるため、それ以外の
時間とは区分し、記録しておくこと。管理者は、従業
者の勤務時間を正確に把握し、訪問介護員の人員基準
を遵守すること。

12
人員基
準

訪問介護事業所の従業者として勤
務表に位置づけられている時間帯
に、訪問介護員が通所介護事業に
従事していたため、人員基準を満
たしていなかった。

常勤換算で、算入することができる勤務時間は、訪問
介護員としてサービス提供に従事する時間又はサービ
ス提供のための準備等を行う時間として勤務表に明確
に位置づけられている時間のみであるため、他事業と
の兼務がある場合は勤務時間を区分し、記録しておく
こと。

13
人員基
準

常勤専従のサービス提供責任者
が、提携している在宅型有料老人
ホームに常駐し、夜勤をしてい
た。

訪問介護事業所で常勤専従のサービス提供責任者は、
提携施設の介護員（夜勤者）等の業務に従事しないこ
と。

14
人員基
準

平成２６年８月のサービス提供責
任者の勤務実績において、勤務時
間が、当該事業所において定めら
れている常勤の従業者が勤務すべ
き時間数の２分の１に達していな
い者がいた。

サービス提供責任者として配置することができる非常
勤職員は、常勤換算０．５以上でなければならないた
め、管理者は、従業者の業務管理を徹底し、人員基準
を遵守すること。

15
人員基
準

管理者が、当該指定訪問介護事業
所の他の職務と、他の事業所の管
理業務を同時並行的に行ってい
た。

複数事業所の管理業務を行うのであれば、管理上支障
が生じるので、訪問介護員は兼務しないこと。

16
人員基
準

指定月である平成２６年３月に
サービス提供責任者が不在の期間
があり、訪問介護計画の作成や、
サービス担当者会議への出席な
ど、本来サービス提供責任者が担
うべき仕事が、他事業所と兼務し
ている管理者により行われてい
た。

指定訪問介護事業者は、事業所ごとに置くべき職種の
従業者を確保すること。

17
雇用関
係

非常勤の訪問介護員の雇用契約に
おける時給が、最低賃金額を下
回っていた。

速やかに是正し、労働関係法令を遵守した適正な事業
所運営を行うこと。

18
雇用関
係

従業員の雇用契約書が入職時のも
のしかなく、法人内の別事業所に
異動になっても辞令や労働条件通
知書が交付されていなかった。そ
のため、誰がいつから異動になっ
たのか把握できておらず不明で
あった。

指定訪問介護は、指定訪問介護事業所の訪問介護員に
よって提供しなければならないため、指定訪問介護事
業所は、事業者に関する諸記録を整備しておくこと。
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No 項目 主な指摘・指導事項 指導概要 チェック

19
雇用関
係

雇用契約書において、訪問介護事
業所の従業者であることが確認で
きない訪問介護員がいた。

指定訪問介護は、当該訪問介護事業所の訪問介護員等
によってサービス提供をしなければならないため、雇
用関係を明確にすること。

20
雇用関
係

当該法人と雇用契約が交わされて
いることは確認できたが、雇用契
約書に記載されている勤務場所
が、同法人が運営するサービス付
き高齢者向け住宅になっており、
当該訪問介護事業所で勤務する旨
が書面で確認できない訪問介護員
がいた。

指定訪問介護は、指定訪問介護事業所の訪問介護員等
によって提供されなければならないため、従業者を雇
用する際は、労働関係法令を遵守し、雇用関係を明確
にすること。

21 身分証

身分を証明する書類は作成されて
いたが、他事業所と兼務している
場合、身分証の事業所名が、当該
事業所名ではない従業者がいた。
また、派遣で雇っている看護師の
身分証が作成されていなかった。

事業所名、役職名、氏名が記載された名札を作成し、
サービス提供時には携行すること。

22
個人情
報の利
用

サービス担当者会議等において、
利用者及びその家族の個人情報を
用いる場合の、利用者の家族の同
意が得られていない事例があっ
た。

利用者の家族の個人情報を用いる場合は、家族の同意
も漏れなく、あらかじめ文書で得ておくこと。

23
秘密保
持

従業者が業務上知り得た利用者又
はその家族の秘密を漏らさないた
めに必要な措置を講じていなかっ
た。

従業者または退職者に対して、利用者またはその家族
の個人情報等の秘密を保持すべき旨を従業者の雇用時
等に取り決めること。また、違約金についての定めを
置くなど、効力のある措置を講ずること。

24
設備の
変更

事務所内のレイアウトが、指定申
請時、届け出られていた内容と異
なっていた。

レイアウトの変更については、届出の必要な事項に当
たるので、配置換えをした際には、その後１０日以内
に事業者指導課へ届け出ること。

25
設備の
変更

手指洗浄場において、ペーパータ
オルでなく、併設の住宅の居住者
とも共用のタオルが設置され、使
用されていた。

感染拡大の防止のため共用のタオルは使用せず、ペー
パータオルを設置すること。

26
受給資
格の確
認

当該訪問介護事業所では、基本的
に被保険者証の原本を確認してい
るとのことであったが、記録がな
い利用者が多数いた。また、居宅
介護支援専門員から利用者の受給
資格証のコピーを貰って確認する
こともあるとのことであった。

受給資格は、利用者の提示する被保険者証の原本に
よって確認し、記録すること。

27
居宅
サービ
ス計画

居宅サービス計画の期間終了に際
しての確認が不十分であった。

居宅サービス計画の期間終了時には，居宅サービス計
画が変更されるのか継続されるのかを居宅介護支援事
業所に確認し，継続とする場合はその旨を記録してお
くこと。
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28
訪問介
護計画

訪問介護事業所として、訪問介護
計画作成前に、利用者に対してア
セスメントを行っておらず、サー
ビス担当者会議の記録も作成して
いなかった。

サービス提供責任者は、サービス担当者会議やアセス
メントの際に、利用者の状況について把握・分析した
ことを記録し、それを踏まえ訪問介護の提供によって
解決すべき問題状況を明らかにしたうえで、訪問介護
計画を作成すること。

29
訪問介
護計画

訪問介護計画の援助目標がケアプ
ランと全く同じであった。

サービス提供責任者は、訪問介護の提供によって解決
すべき問題状況を明らかにし、これに基づいて、訪問
介護サービス独自の援助の方向性や目標を設定するこ
と。

30
訪問介
護計画

訪問介護計画に記載されている
サービスと、その頻度を位置づけ
た根拠が確認できない事例があっ
た。

サービス提供の頻度については、適切なアセスメント
により、利用者にとって真に必要なサービスが提供さ
れるよう利用者の意向や状態像に従い設定すること。
また、そのように位置づけた根拠をアセスメントシー
ト等に記録しておくこと。

31
訪問介
護計画

曜日や時間によって具体的サービ
ス内容が異なる事例において、訪
問介護計画書にはすべての曜日、
時間で行う内容がまとめて書かれ
ていたため、いつどのようなサー
ビスを行うかが不明であった。

曜日や時間ごとに行う具体的サービス内容が異なる場
合、訪問介護計画書において、当該サービスごとの日
程や頻度を明らかにすること。

32
訪問介
護計画

訪問介護計画の内容が、居宅サー
ビス計画の内容に沿ったものに
なっていない事例があった。ま
た、訪問介護サービスの内容に変
更があり、最新の居宅サービス計
画が作成されているにも係らず、
その内容を反映した訪問介護計画
が作成されていない事例があっ
た。

サービス提供責任者は、訪問介護計画及びサービス提
供の内容が、居宅サービス計画に沿ったものであるか
確認し、必要に応じて変更すること。また、利用者の
状態に応じて居宅サービス計画を変更する必要がある
場合は、居宅介護支援事業所に連絡するなど必要な援
助をし、居宅サービス計画に沿った訪問介護サービス
の提供を行うこと。

33
訪問介
護計画

訪問介護計画の目標について、具
体性・個別性に欠ける事例が見受
けられた。

サービス提供責任者はアセスメントに基づいて、訪問
介護の提供によって解決すべき問題状況を明らかに
し、利用者個別に対応した具体的な援助の方向性や目
標を設定すること。

34
訪問介
護計画

訪問介護計画に位置づけたサービ
ス内容をより具体的に記載してい
た手順書に、時間がなくてできな
かったサービスを翌日の訪問介護
事業所に引き継ぐ旨が記載されて
いた。

このように、居宅サービス計画及び訪問介護計画で決
められている時間内に、サービスを終えることができ
ない状況が続くようであれば、他のサービス提供に振
替えるのではなく、居宅介護支援専門員に居宅サービ
ス計画を変更するよう依頼し、訪問介護計画に位置づ
けたサービスは完遂するよう改めること。

35
訪問介
護計画

訪問介護計画書に説明者名及び説
明日等の日付の記載がない事例が
あった。

訪問介護計画の内容について説明を行った上で利用者
の同意を得るのは、サービス内容等への利用者の意向
の反映の機会を保障するためであるので、適切な時期
に機会を設けたことを証明するため、同意日だけでな
く、説明・交付を行った日及び説明者を明確にするこ
と。

36
訪問介
護計画

区分変更申請をして暫定ケアプラ
ンが作成されている利用者につい
て、訪問介護計画が作成されてい
なかった。

利用者が区分変更を行った場合は、暫定ケアプランの
内容に基づいた訪問介護計画を作成し、適切な手続き
を経たうえで、サービス提供を行うこと。
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37
訪問介
護計画

区分変更申請をして暫定ケアプラ
ンが作成されている利用者につい
て、居宅介護支援事業所から暫定
ケアプランを貰わずに、区分変更
前の居宅サービス計画及び訪問介
護計画に従ってサービス提供して
いた。また、区分変更申請の前及
び認定結果後のサービス担当者会
議が行われていなかった。

利用者について、区分変更を行い、居宅サービス計画
が変更された場合は、居宅介護支援専門員に居宅サー
ビス計画の交付を依頼し、その新しい計画及び、サー
ビス担当者会議の内容に基づいた訪問介護計画を作成
するなど、適切な手続きを経て、サービス提供を行う
こと。

38
訪問介
護計画

居宅サービス計画に位置づけられ
ている具体的サービス内容が、訪
問介護計画に位置づけられておら
ず、サービス提供も行われていな
い事例があった。

当該内容については、利用者の心身の状況等から、現
在は必要ではなく、居宅介護支援専門員が間違えて位
置づけているとのことであった。訪問介護計画は居宅
サービス計画の内容に沿って作成され、指定訪問介護
は当該訪問介護計画に沿って提供されなければならな
いので、サービス提供責任者は必要に応じて居宅サー
ビス計画等の変更のための援助を行うこと。

39
訪問介
護計画

居宅サービス計画及び訪問介護計
画に位置づけているサービスに対
して、その所要時間を設定した根
拠が不明確であった。

サービス提供責任者は、どのようなサービスをどれだ
けの時間で行うのかについて、利用者の心身の状況、
生活環境等の適切なアセスメントにより、各行為ごと
の所要時間を設定し、サービスの具体的内容ととも
に、訪問介護計画に記載すること。また、そのように
設定した根拠をアセスメントシート等に記録しておく
こと。

40
訪問介
護計画

訪問介護計画書に作成者名の記載
がなかった。

訪問介護計画書は、サービス提供責任者が作成しなけ
ればならないものであり、作成者名は、訪問介護計画
書に盛り込むべき項目であるため、記載すること。

41
訪問介
護計画

訪問介護計画に、サービス提供時
間（訪問時間）及び所要時間の数
字での記載がなく、不明確であ
り、サービス内容を一覧にした文
書に記載された時間との整合性が
とれていない事例があった。

訪問介護計画には、サービス提供時間、提供するサー
ビスの具体的内容及びそれに要する時間を具体的な数
字で記入すること。また、関係文書間において整合を
とること。

42
訪問介
護計画

訪問介護計画に、盛り込むべき必
要項目の記載がなかった。

サービス提供責任者は、訪問介護計画書の作成者の氏
名、作成年月日、本人及び家族の希望、援助目標、
サービス区分、サービス内容と各行為ごとの所要時
間、留意事項、週間予定、サービス提供に関する評
価、利用者又は家族に対する説明日、説明者、利用者
の同意、交付について訪問介護計画に記載すること。

43
訪問介
護計画

訪問介護計画の作成が確認できな
い事例があった。

サービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況
及び希望を踏まえて、指定訪問介護の目標、当該目標
を達成するための具体的なサービスの内容等を記載し
た訪問介護計画を作成し、その内容について利用者又
はその家族に対して説明を行い、同意を得たうえで
サービス提供を開始すること。

44
訪問介
護計画

訪問介護計画書に、サービス提供
の日程や頻度の記載がない事例が
あった。

訪問介護計画書には、週間予定表を盛り込むなどし
て、サービス提供の日程や頻度を明らかにすること。
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45
訪問介
護計画

利用者の心身の状況等の把握（ア
セスメント）が不十分であること
により、訪問介護計画の目標、当
該目標を達成するためのサービス
内容が具体性の乏しいものとなっ
ていた。

サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成にあた
り、利用者の心身の状況等（ADL：日常生活動作・
IADL：手段的日常生活動作の状況、本人や家族の希
望、家族の介護力、居住環境、訪問介護の提供を必要
とする理由、サービス提供時の留意事項等）を適切に
把握・分析し、訪問介護の提供によって解決すべき問
題状況を明らかにすること。以上のアセスメントに基
づき、援助の方向性や目標を明確にし、当該目標を達
成するための具体的なサービス内容（手順等）や各行
為ごとの所要時間を記載した訪問介護計画を作成する
こと。

46
訪問介
護計画

居宅サービス計画及び訪問介護計
画に位置づけられているサービス
の一部が提供されていなかった
り、位置づけられていないサービ
スが提供されている日が度々ある
にも係らず、そのような状況につ
いて、居宅介護支援専門員へ連絡
されていない事例が見受けられ
た。

サービス提供責任者は、他の訪問介護員が計画に位置
づけられた内容のサービス提供を行っているかについ
て、状況を把握するとともに、利用者の状態に応じて
居宅サービス計画を変更する必要もあるため、居宅介
護支援事業所に連絡するなど必要な援助をし、居宅
サービス計画及び訪問介護計画に沿った訪問介護サー
ビスの提供を行うこと。

47
訪問介
護計画

訪問介護計画書に本人の同意の署
名がないものがあった。

サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成に当たっ
ては、その内容について利用者またはその家族に対し
て説明し、利用者の同意を得た上で、サービス提供を
行うこと。

48
訪問介
護計画

訪問介護計画書を利用者に交付し
ていない事例があった。

サービス提供責任者は、訪問介護計画を作成した際に
は、当該訪問介護計画を利用者に交付すること。

49
訪問介
護計画

訪問介護事業所が保持している居
宅サービス計画書が最新のもので
はない事例があった。

居宅サービス計画書が変更になった場合、居宅介護支
援事業所に連絡し、居宅サービス計画に沿った訪問介
護計画を作成すること。また、居宅サービス計画を変
更する必要がある場合は、居宅介護支援事業所に連絡
するなど必要な援助をし、居宅サービス計画に沿った
訪問介護サービスの提供を行うこと。

50
訪問介
護計画

指定訪問介護の業務の流れについ
てヒヤリングを行ったところ、訪
問介護計画に係る利用者の同意が
サービス提供後となる場合がある
とのことであった。

指定訪問介護の業務の流れについてヒヤリングを行っ
たところ、訪問介護計画に係る利用者の同意がサービ
ス提供後となる場合があるとのことであった。
指定訪問介護は、訪問介護計画に基づき提供されるも
のであるので、訪問介護計画は、サービスの提供開始
前に、その内容について利用者又はその家族に対して
説明し、利用者の同意を得た上で、遅滞なく利用者に
交付すること。

51
訪問入
浴介護
計画

サービス提供回数が増えているの
にも係らず、訪問入浴介護計画及
び居宅サービス計画が変更されて
いなかった。

利用者の状況に応じて居宅サービス計画を変更する必
要がある場合は、居宅介護支援事業所に連絡するなど
必要な援助をし、居宅サービス計画及び訪問入浴介護
計画を変更すること。

52
サービ
ス提供
記録

サービス提供の記録について、事
業所でのパソコン入力による記録
のみ行っており、利用者への書面
の記録は残していないとのことで
あった。

利用者が、その時点での支給限度額の残額やサービス
の利用状況を把握できるようにするため及びサービス
事業者間の密接な連携等を図るため、指定訪問介護を
提供した際には、提供日及び内容、保険給付の額その
他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画を記載し
た書面又はこれに準ずる書面に記録すること。
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53
サービ
ス提供
記録

サービス提供記録に記載のサービ
スの開始・終了時刻が、実際に
サービス提供に要した時間ではな
く、訪問介護計画に位置づけられ
ている時間になっていた。

訪問介護計画の実施状況を把握し、その結果を踏まえ
必要に応じて計画の変更を行うためにも、サービス提
供記録のサービスの開始・終了時刻は、計画に位置づ
けられている内容のサービスにおいて、当日に提供し
たサービスに要した実際の時間を記入すること。

54
サービ
ス提供
記録

身体介護の自立生活支援のための
見守り的援助を算定している事例
において、サービス提供の記録が
具体的でなかった。

単に見守り・声かけを行うだけであれば、生活援助と
して算定すべきであることに留意してサービスを提供
し、サービス提供記録には、見守り的援助の内容を具
体的に記載すること。

55
サービ
ス提供
記録

サービス提供の記録に、利用者の
心身の状況その他必要な事項の記
載がないものが散見された。ま
た、サービス提供時間の変更が
度々あったにも係らず、時間変更
の理由についての記録がなかっ
た。

訪問介護計画の実施状況を把握し、その結果を踏まえ
必要に応じて計画の変更を行うためにも、サービス提
供記録には、提供した具体的なサービスの内容ととも
に、利用者の心身の状況その他必要な事項及びサービ
ス提供の時間に変更があった場合にはその理由を記入
し、利用者への体系的なサービス提供に繋げていくこ
と。

56
サービ
ス提供
記録

提供したサービスの具体的な内容
の記録が全くないものがあった。

サービス提供の記録は、介護報酬算定の根拠となる書
類であり、また、訪問介護計画の実施状況を把握し、
その結果を踏まえ必要に応じて計画の変更を行うため
にも、サービス提供責任者はサービス提供後には、担
当訪問介護員に必要な事項を漏れなく記入させ、サー
ビス提供の内容を確認すること。

57

サービ
ス担当
者　会
議録

サービス担当者会議に参加した際
の、訪問介護事業所としての記録
がなかった。

サービス担当者会議等に参加した際には、訪問介護計
画の作成に当たって必要な利用者の心身の状況や、開
催時間等とともに、訪問介護サービスについて検討し
た内容を記録しておくこと。

58
利用料
等の受
領

領収証について、医療費控除対象
額に、医療費控除の対象にならな
い金額も含めて記載されていた。

領収証の「医療費控除の対象となる金額」について
は、平成２５年１月２５日付事務連絡「介護保険制度
下での居宅サービス等の対価に係る医療費控除等の取
扱いについて」を参照して適正に記載すること。

59
利用料
等の受
領

利用者に交付すべき領収証が発行
されていなかった。

指定居宅サービス事業者は、サービスの提供に要した
費用の支払いを受けた都度、領収証を交付する必要が
あるため、口座振替利用の場合においても領収証を交
付すること。 なお、医療費控除の記載については、平
成２５年１月２５日付事務連絡「介護保険制度下での
居宅サービス等の対価に係る医療費控除等の取扱いに
ついて」を参照して適正に記載すること。

60
利用料
等の受
領

医療費控除の対象となる利用者の
領収証に、医療費控除の対象額及
び居宅介護支援事業所の名称が記
載されていなかった。

領収証の記載については、平成２５年１月２５日付
「介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医
療費控除の取扱いについて」を参照し適正に記載する
こと。また、請求書には、利用者負担の算出根拠であ
る請求単位数等利用料の内訳を記載すること。

61 評価

利用を開始して何ヶ月も経つ要介
護の利用者に対して、モニタリン
グが一度もなされていない事例が
見受けられた。

管理者またはサービス提供責任者は、定期的に利用者
宅を訪問し、訪問介護員の業務のサービス評価やモニ
タリングを行うなどして、現場の実情の把握に努める
こと。
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62 評価

当該事業所でモニタリングとして
行われていたのは、訪問介護計画
作成前のアセスメントのようなも
のであった。そのため、利用者の
満足度や意見を伺う機会は設けら
れてなかった。また、訪問介護計
画に設定していた目標や具体的な
サービスについての達成度の把握
や、評価ができていない事例も見
受けられた。

管理者またはサービス提供責任者は、定期的に利用者
宅を訪問し、訪問介護員の業務のサービス評価やモニ
タリングを行い、記録を残すこと。また、サービス提
供の実施状況や評価について利用者又はその家族に説
明を行うこと。

63 評価
訪問介護員が提供したサービスに
ついての評価が行われていなかっ
た。

管理者又はサービス提供責任者は、定期的に利用者宅
を訪問し、訪問介護サービスの提供による目標の達成
度合いや、利用者の生活と心身の状態についての変
化、利用者及びその家族の満足度等について事後評価
を行い、その評価の結果について利用者又はその家族
に説明を行うこと。また、要支援者においては、介護
予防訪問介護計画に定める計画期間が終了するまでに
少なくとも１回は、当該訪問介護計画の実施状況の把
握（モニタリング）を行い、その結果を記録し介護予
防支援事業者に報告すること。

64 評価

介護予防訪問介護の利用者に対し
てモニタリングした結果を、介護
予防支援事業者に報告していない
事例があった。

サービス提供責任者は、介護予防訪問介護の利用者に
対してモニタリングした際は、結果を記録し、介護予
防支援事業者に報告すること。

65 研修
訪問介護事業所での研修計画が作
成されていなかった。

訪問介護事業所での研修は、事前に研修計画を作成
し、当該計画に従って研修を実施すること。

66 研修
虐待防止のための研修を行ってい
たとのことであるが、記録がな
かった。

研修を実施した際には、今後の参考のためにも記録や
資料を残しておくこと。

67 研修

訪問介護事業所での研修はしてい
ることことだったが、計画が作成
されておらず、記録もなかった。
また、高齢者虐待防止法に基づく
研修がなされていなかった。

事業所ごとに年間計画を作成し、研修計画に高齢者虐
待防止法に基づく研修を位置づけ、当該計画に従って
研修を実施すること。

68
事故、苦情
への対応

事故発生時や緊急時の対応方法を
定めているようであったが、マ
ニュアルなどの文書化されたもの
はなかった。

定めていることを文書化し、的確な対応ができるよう
備えておくこと。また、それらの内容を従業者全員に
周知し、実践できるようにしておくこと。

69
事故、苦情
への対応

事故処理や苦情処理について、経
緯や処理した方法等についての記
録はあったが、原因や再発防止の
対策については確認できなかっ
た。

苦情処理に当たっては、苦情の内容を踏まえ、サービ
スの質の向上に向けた取組を行うこと。また、事故に
ついては、その原因を解明し、再発生を防ぐための対
策を講じること。

70
生活援
助中心
型

生活援助中心型を算定する際のや
むを得ない事情や本人及び家族の
できること、できないことについ
て訪問介護事業所としての把握が
不十分であった。

生活援助中心型 の単位を算定する場合は、アセスメン
トの際などに生活援助中心型の算定理由その他 やむを
得ない事情、本人及び家族のできること、できないこ
とを確認し、アセスメン ト表または訪問介護計画に記
載すること。
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71
生活援
助中心
型

同居家族等がいる場合に、生活援
助中心型を算定する際のやむを得
ない事情や本人及び家族のできる
こと、できないことについて、訪
問介護事業所として、アセスメン
トを行い、把握したことの記録が
不十分であった。

生活援助中心型の単位を算定する場合は、アセスメン
トの際などにその理由ややむを得ない事情、本人及び
家族のできること、できないことを確認し、アセスメ
ント表または訪問介護計画に漏れなく記載しておくこ
と。

72
生活援
助中心
型

同居家族がいる場合に生活援助中
心型を算定している事例におい
て、家族との共有部分の掃除を
行っていた。

主として利用者が使用する居室等以外の掃除は、直接
利用者本人の援助に該当しない行為であり、一般的に
介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる
事例であるので、居宅介護支援専門員を含めて再検討
し、必要に応じて、当該サービスの位置づけを見直す
こと。

73
算定方
法

訪問介護と医療保険の訪問看護を
同一時間帯に利用している事例が
あったが，居宅サービス計画にそ
の事実及び必要と判断した理由が
記載されておらず，訪問介護計画
にも同一時間帯利用の場合の計画
が記載されていなかった。

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用す
ることが原則であり，複数サービスを利用できるのは
利用者の心身の状況や介護の内容に応じて必要である
と認められる場合に限られる。当該利用者へのサービ
ス提供はひとつのサービスを複数名体制で行うことで
対応可能であり同一時間帯に複数サービスを利用する
必要があるとは認められないため，居宅介護支援事業
所と協議の上当該利用者へのサービス提供方法を改め
ること。

74
２人対
応

２人対応の訪問介護費を算定して
いる事例において、居宅サービス
計画および訪問介護計画等にその
必要性等についての記載がなかっ
た。また、事前に利用者の同意は
とったとのことだが、口頭のみで
交わされており、文書は作成され
ていなかった。

２人の訪問介護員による訪問介護を行う場合は、利用
者またはその家族の同意を得るとともに、訪問介護費
の算定の根拠について明確に記録すること。

75
緊急時
訪問介
護加算

緊急時訪問介護加算の算定におい
て、利用者又はその家族から要請
のあった時間、要請の内容、実際
に提供したサービスの内容の記録
がないものが見受けられた。

緊急時訪問介護加算を算定する場合は、サービス提供
の記録に、提供した具体的なサービスの内容、利用者
又はその家族から要請のあった時間、要請の内容、当
該訪問介護の提供時刻、居宅介護支援専門員と連携し
た内容及び加算算定対象である旨を記録すること。

76

介護職
員処遇
改善加
算

介護職員処遇改善加算について、
介護職員処遇改善計画書を作成し
た年度ごとの従業者への周知がで
きていなかった。

介護職員処遇改善加算計画書に記載の内容について
は、毎年度、雇用するすべての訪問介護員に対し周知
したうえで、加算算定届出書を提出する必要があるた
め、速やかに文書等により周知すること。

77

介護職
員処遇
改善加
算

介護職員処遇改善加算について、
介護職員に対する周知が口頭のみ
であった。

計画段階で具体的な内容を全ての介護職員へ、文書等
によって周知すること。

78
初回加
算

初回加算について、初回の訪問介
護を行った日の属する月にサービ
ス提供責任者が自ら訪問介護を実
施又はサービス提供責任者が同行
訪問した旨の記録がなかった。

初回加算を算定する場合は、その要件を満たしている
旨を漏れなく記録しておくこと。また、自主点検によ
り、不備が見つかった初回加算の請求分を返還するこ
と。
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No 項目 主な指摘・指導事項 指導概要 チェック

79
特定事業所
加算

特定事業所加算の算定要件であ
る、全ての訪問介護員に対する定
期健康診断の実施について、受診
が確認できない者がいた。

健康診断を全ての訪問介護員に対して、少なくとも１
年以内ごとに１回、事業主の負担により実施している
ことが確認できる書面（健康診断実施記録簿）を作成
するなどし、健康診断書の控えとともに事業所で保管
しておくこと。

80
特定事業所
加算

特定事業所加算の算定において、
サービス提供責任者が訪問介護員
に対してサービス提供開始前に伝
達する必要のある、前回のサービ
ス提供時の状況が伝達できていな
い事例が見受けられた。

利用者へのサービス提供に当たってサービス提供責任
者は、担当の訪問介護員に、前回のサービス提供時の
状況を含む、当該利用者に関する情報及び留意事項を
文書により指示すること。

81
算定方
法

１回の訪問における所要時間が、
訪問介護費の算定要件（２０分以
上）を満たしていないが、同日に
おける複数回の訪問時間（２０分
未満）を合算して、１回の訪問介
護費を算定している事例があっ
た。

１回の所要時間が訪問介護費の算定要件を満たしてい
ない場合は、訪問介護費の算定対象とはならず、複数
回にわたる訪問介護を合計して算定することができる
のは、一連のサービス行為とみなすことができる場合
に限られているため計画変更を行うこと。

82
算定方
法

生活援助の算定において、訪問介
護計画に位置づけている内容の
サービスを実施した記録がないに
もかかわらず、当初の予定通りの
時間で所要単位数を算定している
事例があった。

訪問介護費の算定は、現に要した時間ではなく、訪問
介護計画に位置づけられた内容の指定訪問介護を行う
のに要する標準的な時間で所定単位数を算定するた
め、当日に予定していたサービス内容がキャンセル等
により変更があった場合は、その変更理由を記録する
とともに、適切な所要時間により所定単位数を算定す
ること。なお、キャンセルになったサービス内容に変
えて、訪問介護計画に位置づけられていないサービス
を追加して行い、介護報酬を算定することは適切では
ない。

83
算定方
法

訪問介護計画に生活援助２を算定
する旨で位置づけられているサー
ビス提供について、サービス提供
記録には通常通りの具体的サービ
ス内容の提供をした記録しかな
く、居宅介護支援専門員に確認し
た記録もないにも係らず、算定区
分を生活援助３に変更して請求し
ていた。

介護報酬の算定は、実際に行われた訪問介護の時間で
はなく、訪問介護計画に位置づけられた内容の訪問介
護を行うのに要する標準的な時間により算定すること
と定められているため、過誤調整により、差額分を返
還すること。

84
算定方
法

要支援２の利用者に対する訪問介
護費を予防訪問介護Ⅲで算定して
いた事例について、週に３回利用
する必要性が不明確であった。

訪問介護の所要時間及び頻度については、適切なアセ
スメントにより、利用者にとって真に必要なサービス
が必要に応じて提供されるよう利用者の意向や状態像
に従い設定し、訪問介護計画書にサービスの具体的内
容とともに、記載すること。また、そのように位置づ
けた根拠をアセスメントシート等に記録しておくこ
と。

85
算定方
法

身体介護の自立生活支援のための
見守り的援助を算定している事例
において、サービス提供の記録が
具体的でなかった。

自立生活支援のための見守り的援助として、利用者の
日常生活動作能力（ＡＤＬ）や意欲向上に繋がると考
えるサービスの具体的内容と、その理由をすべての担
当訪問介護員が把握できるように書面に残しておくこ
と。また、単に見守り・声かけを行うだけであれば、
生活援助として算定すべきであることに留意してサー
ビス提供を行い、サービス提供記録には、見守りの内
容を具体的に記載すること。
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No 項目 主な指摘・指導事項 指導概要 チェック

86
算定方
法

特段の専門的配慮をもって行う調
理として、身体介護を算定してい
るが、その旨や必要性について居
宅サービス計画書及び訪問介護計
画書に記載がない事例があった。

訪問介護サービスは居宅サービス計画に沿って提供す
べきであり、また、法定代理受領サービスとして提供
するためには、指定訪問介護が居宅サービス計画に位
置づけられている必要があることから、サービスの追
加・変更があった場合は居宅介護支援事業者から居宅
サービス計画書を入手したうえで当該計画に基づき訪
問介護計画を変更するとともに、算定区分（身体介
護・生活援助）の適用については、訪問介護計画の作
成の際に、利用者又はその家族への説明を十分に行
い、同意を得た上で確定すること。

87
算定方
法

院内介助を身体介護で算定してい
る事例において、診療時間や利用
者が介護を要しない単なる待ち時
間も含めて算定していた。

診療時間や利用者が介護を要しない単なる待ち時間に
ついては、介護給付費の対象とはならないので、当該
請求分については、診療時間や利用者が介護を要しな
い短なる待ち時間を除いた算定に改めること。

88
算定方
法

居宅サービス計画及び訪問介護計
画に位置づけられていないサービ
ス提供が度々行われていた。

居宅サービス計画が作成されている場合は、居宅サー
ビス計画に沿った指定訪問介護を提供しなければなら
ず、また、法定代理受領サービスとして提供するため
には、指定訪問介護が居宅サービス計画に位置づけら
れている必要があることから、居宅介護支援専門員か
ら居宅サービス計画を入手し、その計画及びサービス
担当者会議の内容に基づいた訪問介護計画を作成する
など、適切な手続きを経たうえでサービス提供を行う
こと。なお、居宅介護支援専門員からの依頼により、
急遽行われたサービス付き高齢者向け住宅への入所の
準備は、指定訪問介護として不適切であるので、請求
分を返還すること。

89
算定方
法

居宅サービス計画及び訪問介護計
画の具体的サービス内容に、気分
転換のための散歩介助や移動時の
見守りが位置づけられており、そ
の時間も含めて身体介護を算定し
ている事例があった。

自立生活支援のための見守り的援助として身体介護を
算定するのであれば、利用者の日常生活動作能力
（ADL）や意欲向上に繋がると考えるサービスの具体
的内容を、その理由とともに、居宅サービス計画及
び、訪問介護計画に位置づけること。なお、単に見守
り・声かけを行うだけであれば、生活援助として算定
すべきであることに留意してサービス提供を行い、
サービス提供記録には、見守りの内容を具体的に記載
すること。また、過去の請求分について、算定要件を
満たしていなかったものについては、過誤調整を行う
こと。

90
算定方
法

自立支援のための見守り的援助の
算定において、算定要件が満たさ
れていないにも係らず、身体介護
で請求している事例があった。具
体的には、サービス提供時間の途
中で、利用者が不在になったこと
により、サービス内容が利用者と
ともに行われていなかった。

当該サービス提供分については、利用者不在の時間を
除いた時間分のみの請求に改めること。

91 その他

サービス提供責任者が行っている
訪問介護員としての業務が、サー
ビス提供責任者の本来の業務の遂
行に支障を生じさせていた。訪問
介護計画の作成や、サービス担当
者会議への出席、利用者へのアセ
スメント、訪問介護の利用申し込
みに係る調整など、本来サービス
提供責任者が担うべき仕事が、管
理者により行われていた。

サービス提供責任者は、職責を全うし、その上で訪問
介護業務を行う場合は、本来業務に支障がないよう留
意すること。また、管理者は、従業員及び業務の管理
を一元的に行うこと。

50



No 項目 主な指摘・指導事項 指導概要 チェック

92
通院等
乗降介
助

要介護２及び要介護３の利用者に
対して、通院等乗降介助の前後に
外出に直接関係のない身体介護が
３０分以上行われていないにも係
らず、当該サービス提供に要した
一連の時間をすべて身体介護で算
定していた事例があった。

通院等乗降介助及び身体介護の適用関係を確認し、不
備が見つかったサービス提供について、請求分を返還
すること。

93
重要事
項説明
書

重要事項説明書について、指定訪
問介護の内容及び利用料その他の
費用の記載が不十分だった。

訪問介護事業者はサービスの提供にあたって、あらか
じめ利用者又はその家族に対し、サービスを選択する
ために必要な重要事項をわかりやすく記した文書を交
付して説明を行う必要があるため、訪問介護サービス
の内容及び費用について、重要事項説明書に具体的に
記載すること。

94
サービ
ス提供

新規の利用者について、居宅サー
ビス計画の交付を受けず、担当者
会議も開催されないまま、半年間
以上サービス提供をしている事例
が確認された。

居宅サービス計画が作成されている場合は、居宅サー
ビス計画に沿った指定訪問介護を提供しなければなら
ず、また、法定代理受領サービスとして提供するため
には、 指定訪問介護が居宅サービス計画に位置付けら
れている必要があることから、居宅介護支援専門員か
ら居宅サービス計画を入手し、その計画及びサービス
担当者会議の内容に基づいた訪問介護計画を作成する
など、適切な手続きを経たうえで、サービス提供を行
うこと。

95
サービ
ス提供

訪問介護員が、居宅サービス計画
及び訪問介護計画にないサービス
を提供している記録が複数あっ
た。

サービス提供責任者は、他の訪問介護員が行うサービ
スが計画に沿って実施されているか状況を把握し適切
に指導すること。

96
サービ
ス提供

利用者の都合ではなく、事業所
（従業者）の都合により、サービ
ス提供をキャンセルしたケースが
あった。

管理者は、利用者に対し的確なサービス提供ができる
よう、従業者の業務管理を徹底すること。管理者及び
サービス提供責任者が不在の日についても、事前に書
面により指示するなどし、訪問介護員が適切なサービ
ス提供を行うことができる体制を整備すること。

97
サービ
ス提供

訪問介護員がサービス提供時間に
遅れたことやサービス提供ができ
ていなかった事例が多数あった。

管理者は、利用者に対し的確なサービス提供ができる
よう、従業者全員について、勤務状況及び業務内容の
把握など業務管理を徹底すること。また、管理者及び
サービス提供責任者が不在の日についても、事前に書
面により指示するなどし、訪問介護員が適切なサービ
ス提供を行うことができる体制を整備すること。

98
サービ
ス提供

利用申し込みがあった際、利用者
が独居である場合は、それを理由
に、受け入れを拒んでいるとのこ
とだった。

当該理由は、サービス提供拒否の正当な理由には当た
らないので、今後は正当な理由がない限り独居の利用
者についても、受け入れること。

99 届出
キャンセル料や通常の事業の実施
地域について記載の内容が、実情
と異なっていた。

運営規程を変更し、事業者指導課に変更を届け出るこ
と。

100 届出

事業所で定めている通常の事業の
実施地域内に居住する者からの利
用申込みについて、事業所からの
距離が５キロを超える場合は断っ
ているとのことであった。

通常の事業の実施地域内に居住する者からの利用申込
を断ることはできないため、現在のままの対応を続け
る意向であれば、通常の事業の実施地域を定め直し変
更の届出を行うこと。
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No 項目 主な質問 回　　答
ＱＡ発出
時期、文
書番号等

番
号

1

常勤換
算方法
により
算定さ
れる従
業者の
休暇等
の取扱
い

常勤換算方法により算定される従業者が
出張したり、また休暇を取った場合に、
その出張や休暇に係る時間は勤務時間と
してカウントするのか。

常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従
業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が
勤務すべき時間数で除することにより、常勤の従業者の員
数に換算する方法」（居宅サービス運営基準第2条第8号
等）であり、また、「勤務延時間数」とは、「勤務表上、
当該事業に係るサービスの提供に従事する時間（又は当該
事業に係るサービスの提供のための準備等を行う時間（待
機の時間を含む））として明確に位置づけられている時間
の合計数」である（居宅サービス運営基準解釈通知第2－2
－（2）等）。
以上から、非常勤の従業者の休暇や出張（以下「休暇
等」）の時間は、サービス提供に従事する時間とはいえな
いので、常勤換算する場合の勤務延時間数には含めない。
なお、常勤の従業者(事業所において居宅サービス運営基準
解釈通知第2－2－(3）における勤務体制を定められている
者をいう。）の休暇等の期間についてはその期間が暦月で1
月を超えるものでない限り、常勤の従業者として勤務した
ものとして取り扱うものとする。

14.3.28
事務連絡
運営基準等に
係るQ&A

Ⅰ

2
訪問介
護の所
要時間

「訪問介護を1日に複数回算定する場合に
あっては、算定する時間の間隔は概ね2時
間以上とする。」にいう「概ね」の具体
的な内容について

「概ね」の具体的内容については特に規定しておらず、利
用者個々人の身体状況や生活実態等に応じて判断されたい

15.5.30
事務連絡
介護保険最新
情報vol.151
介護報酬に係
るQ&A

12

3
訪問介
護の所
要時間

「訪問介護を1日に複数回算定する場合に
あっては、算定する時間の間隔は概ね2時
間以上とする。」とされているが、複数
の事業者により提供する場合の扱いにつ
いて

当該取扱いは同一事業者によるサービス提供に限られな
く、複数の事業者によるサービス提供にも適用される。
（なお複数の事業者の場合訪問介護費の分配は事業所相互
の合議に委ねられる。）

15.5.30
事務連絡
介護保険最新
情報vol.151
介護報酬に係
るQ&A

13

4
訪問介
護の所
要時間

「一人の利用者に対して複数の訪問介護
員等が交代して訪問介護を行った場合
も、1回の訪問介護としてその合計の所要
時間に応じた所定単位数を算定する。」
とされているが、複数の事業者により提
供する場合の取扱について

一人の利用者に対して複数の訪問介護員等が交代して訪問
介護を行った場合は、訪問介護員等の交代の有無に関わら
ず、1回の訪問介護として算定することとしている。
これは複数の事業者からの複数の訪問介護員等が交代して
訪問介護を行う場合にも適用される。（なお複数の事業者
の場合訪問介護費の分配は事業所相互の合議に委ねられ
る。）

15.5.30
事務連絡
介護保険最新
情報vol.151
介護報酬に係
るQ&A

14

5
外出介
助時の
交通費

指定訪問介護事業者がバス等の交通機関
を利用して通院等の外出介助を行った際
の、交通機関の料金については、利用者
本人が負担すべきと考えるがいかがか。

道路運送法等に抵触しない形で、指定訪問介護事業者が自
らの車両を利用する形態や、外部の事業者から車両や運転
手をチャーター（いわゆる社用車の形態）するなどの形態
で外出介助を行う場合は別として、一般に、外部のバス等
の交通機関の利用に係る料金（専ら訪問介護員に係る料金
として特定されるものを除く。）については、外出する利
用者と当該交通機関との間で支払いが行われるべきもので
あり、指定訪問介護事業所が肩代わりすることは、居宅
サービス運営基準第20条の観点から、不適当と考える。ま
た、チャーターによる場合にあっても、指定訪問介護事業
者から外部の事業者に支払われるチャーター代について、
個別の外出介助時の費用を、通常の料金と同様の算定方法
によって支払うなど、事実上、料金を指定訪問介護事業者
が肩代わりしているのと同様な形態については、同様であ
る。

14.3.28
事務連絡
運営基準等に
係るQ&A

Ⅲ1

6

特段の
専門的
配慮を
もって
行う調
理

「訪問介護におけるサービス行為ごとの
区分等について」（平成12年3月17日老
計第10号）別紙1－1－3においては、
「特段の専門的配慮をもって行う調理」
に該当するものとして、「嚥下困難者の
ための流動食」が例示されているが、そ
れ以外にはどのようなものがあるか。

「厚生労働大臣が定める者等を定める件」（平成12年2月
10日厚生労働省告示第23号）の八にいう「厚生労働大臣
が定める特別食」を参照されたい。
なお、調理に当たっては、利用者の心身の状況や生活状況
等を勘案した上　で、熱量、蛋白質量、脂質量等の食事内
容について配慮を行うものであり、例えば、医師の具体的
な指示に基づく管理栄養士の居宅療養管理指導に沿った調
理を行うなど、居宅療養管理指導事業所等との連携が重要
であることに留意されたい。

14.3.28
事務連絡
運営基準等に
係るQ&A

Ⅲ３
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No 項目 主な質問 回　　答
ＱＡ発出
時期、文
書番号等

番
号

7

所要時
間20分
未満の
身体介
護中心
型の算
定

身体介護について、「特別な事情により
複数の利用者に対して行う場合は、1回の
身体介護の所要時間を１回の利用者の人
数で除した結果の利用者１人当たりの所
要時間が(4)にいう要件を満たすこと。」
とされているが、具体的な取扱いはどの
ようになるのか。

身体介護を、特別な事情により複数の利用者に対して同時
に行う場合は、全体の所要時間を１回の利用者数で除した
結果の利用者１人当たりの所要時間に応じた所定単位数を
それぞれの利用者について算定することとする。
この計算の結果、利用者１人当たりの所要時間が20分未満
となる場合は、サービス提供の時間帯にかかわらず、訪問
介護費の算定はできないこととする。例えば、１人の訪問
介護員等が３人の利用者に対して食事介助及び自立生活支
援のための見守り的援助を30分にわたり同時に行った場合
は、利用者１人当たりの所要時間が10分（＝30分÷３
人）であるが、20分未満の身体介護中心型を、それぞれの
利用者に算定することはできない。
なお、「特別な事情」の具体的内容は特に規定しておら
ず。利用者個々人の身体状況や生活実態等に応じて判断さ
れたい。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新
情報vol.267
「平成２４年
度介護報酬改
定に関するＱ
＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年
3 月16
日）」の送付
について

4

8
特定事
業所加
算

訪問介護における特定事業所加算の算定
要件については、毎月満たしていなけれ
ばならないのか。また、要件に該当しな
いことが判明した場合の取扱いはどのよ
うになるのか。

基本的には、加算取得の届出後についても、常に要件を満
たしている必要がある。要件に該当しないことが判明すれ
ば、その時点で廃止届出を出し、翌月分から算定しない取
扱いとする。

18.3.27
介護制度改革
information
vol.80
平成18年4
月改定関係Q
＆A(vol.2)

28

9
特定事
業所加
算

特定事業所加算の届出においての留意事
項を示されたい。

特定事業所加算における届出については、次のとおりの取
扱いとする。
 ① 訪問介護員等要件を満たすと届出を行い、特定事業所加
算（Ⅱ）を算定している事業所が、当該要件を満たさなく
なったが、サービス提供責任者要件は満たす場合→要届出
（変更）
 ② 訪問介護員等要件及びサービス提供責任者要件をともに
満たすと届出を行い、特定事業所加算（Ⅱ）を算定してい
る事業所が、一方の要件のみを満たさなくなった場合→要
届出（変更）
 ③ 訪問介護員等要件又は重度要介護者等対応要件を前年度
実績により届出を行い、特定事業所加算を算定している事
業所が、翌年度に当該要件を満たさなくなったが、前三月
実績は満たす場合→要届出（変更）

21.3.23
介護保険最新
情報vol.69
平成21年4
月改定関係Q
＆A(vol.1)

27

10

指定訪
問介護
事業者
が行う
理美容
サービ
ス

指定訪問介護事業者が訪問介護を行う際
に理美容サービスを提供した場合、その
時間を含めて介護報酬を算定してよい
か。

「訪問介護」とは居宅において行われる入浴、排泄、食事
等の介護その他の日常生活上の世話（介護保険法第7条第6
項）であって、理美容及びそれに伴う準備行為等の一連の
行為については、訪問介護サービスに該当せず、したがっ
て介護報酬の算定対象ともならない。
理美容サービスについては、短期入所サービス及び施設
サービスにおいては、滞在期間中に必要となることも想定
されるため、これらのサービスの一環として、事業所・施
設がサービスの内容及び費用について利用者等から同意を
得て理美容を提供した場合、実費相当額を「日常生活に要
する費用」として利用者等から支払いを受けることができ
る。訪問系サービスや通所系サービスにおいては、当該
サービスの提供時間中に理美容が必要となることは考えに
くく、これらの事業所が理美容サービスを行う場合は、こ
れらのサービスと明確に区分を行い、介護保険とは別の
サービスとして行うこととなる。
また、居宅で外出困難な高齢者について、理美容サービス
の必要がある場合は、介護予防・生活支援事業の訪問理美
容サービス事業を積極的に活用して対応されたい。

14.3.28
事務連絡
運営基準等に
係るQ&A

Ⅲ２

11

介護職
員によ
るたん
の吸引

訪問介護事業所におけるたんの吸引等に
係る計画書はサービス提供責任者が作成
しなければならないのか。

たん吸引等報告書の作成は、サービス提供責任者に限られ
ないが、訪問介護として位置付ける場合には、訪問介護計
画と一体的に作成する必要があるため、サービス提供責任
者は、たん吸引等報告書を作成した者から助言を得て、適
切に状況を把握することが必要である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新
情報vol.267
「平成２４年
度介護報酬改
定に関するＱ
＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年
3 月16
日）」の送付
について

120
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No 項目 主な質問 回　　答
ＱＡ発出
時期、文
書番号等

番
号

12

介護職
員によ
るたん
の吸引

訪問介護において、たんの吸引等を訪問
介護計画にどのように位置付けるのか

介護職員によるたんの吸引等を実施する事業所の登録要件
の１つとして、士士法施行規則第26条の3第3号（同規則
附則第16条において準用する場合を含む。以下の士士法施
行規則の規定においても同じ。）においては、たん吸引等
計画書を医師又は看護職員との連携の下に作成することと
されている。
　（注）　様式例については、社会・援護局福祉基盤課か
ら発出予定の事務連絡を参照すること。
　　このため、計画作成については、訪問看護事業所等と
の連携を確保し、必要な助言等を受けることが必要であ
り、こうした訪問介護事業所に対する訪問看護事業所の支
援について、看護・介護職員連携強化加算により評価が行
われる。
また、訪問介護サービスの一環としてたんの吸引等を実施
する場合、たん吸引等計画書は、訪問介護計画と一体的に
作成される必要があるが、訪問介護計画とたん吸引等計画
書を別に作成することは差し支えない。なお、この場合、
計画書は訪問介護計画と一体で作成するものであることか
ら、2年間保存することが必要である。
さらに、たんの吸引等を訪問介護において実施した場合
は、当該たんの吸引等の実施状況に関する報告書を作成
し、医師に提出することが必要である。この報告書は訪問
の都度記載する記録とは異なり、医師に定期的に提出する
ものであり、サービス提供の記録に基づき適切に作成する
必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新
情報vol.267
「平成２４年
度介護報酬改
定に関するＱ
＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年
3 月16
日）」の送付
について

119

13

要介護
状態区
分が月
途中で
変更に
なった
場合の
請求

月の途中で要介護状態区分が変更となっ
た場合、例えば4月15日に区分変更申請
を行い、要介護2から要介護3に変更と
なった場合、4月に提供している全ての
サービスの報酬請求は要介護3として請求
するのか。

報酬請求においては、当該サービスを提供した時点におけ
る要介護状態区分に応じた費用を算定するものであるの
で、上記の場合、14日までは「要介護2」に応じた単位数
で請求し、15日からは「要介護3」に応じた単位数で請求
するものとする。また、変更申請中における当該月の報酬
請求については、要介護状態区分の結果が分かった後に行
うこととなる。なお、4月分の訪問サービスの区分支給限度
額については、重い方の要介護状態区分である「要介護3」
の区分支給限度基準額の9割を適用することとなっている。
 （参考）訪問サービス区分の支給限度額管理の期間につい
ては、要介護認定又は要支援認定の有効期間に係る日が属
する月について、それぞれ当該月の初日から末日までの1ヶ
月間とすることとなっており、月途中で要介護状態区分が
変更となった場合、当該月にかかる訪問サービス区分支給
限度額は、重い方の要介護状態区分に応じた支給限度基準
額の9割の額を適用する。

12.4.28事
務連絡
介護保険最新
情報vol.71
介護報酬等に
係るQ&A
vol.2

Ⅴ２

14

利用者
負担額
の調整
の必要
性

サービス提供の都度利用者負担額を徴収
している場合、端数処理により、給付費
明細書欄の「利用者負担額」と一致しな
い場合があるが、事業者においては、こ
の額を明細書に一致させるよう調整する
必要があるか。

利用者負担額について、実際徴収した額と給付費明細書上
にある「利用者負担額」との調整は必要ないものと考え
る。

12.5.15事
務連絡
介護保険最新
情報vol.74
介護報酬等に
係るQ&A
vol.3

Ⅲ

15
請求方
法

要介護認定申請と同時にサービスを利用
するために、暫定ケアプランを作成して
サービスを利用したが、月末までに認定
結果が通知されなかった場合の取扱いに
ついて

認定結果が判明した後、翌々月に暫定ケアプランを確定さ
せた上で請求する。ただし、翌月の請求日までに認定結果
が判明すれば請求できる。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新
情報vol.151
介護報酬に係
るQ&A

5

16

休止・
廃止届
出の年
月日

例えば、平成12年7月31日まで事業を行
い、平成12年8月1日午前零時を持って
事業休止又は廃止する場合の休止・廃止
届出に記載する「休止又は廃止の年月
日」は如何。

平成12年7月31日と記載するのが適当である。

13.3.28
事務連絡
介護保険最新
情報vol.106
運営基準等に
係るＱ＆Ａ

Ⅰの
４
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次のクエスチョンについて、合っている（○）か、間違っている（×）か、

ぜひ、考えてみてください。

⇒次ページから、解説になります。

Or 

Ｑ１★★★ 

実務経験期間に、産休や病欠している期間は含めないと考える。 

Ｑ２★ 

緊急時訪問介護加算の算定時において、訪問介護計画及び居宅サービス計画

の修正は必要。 

Ｑ３★ 

利用者の当日の状況が変化した場合であっても、所要時間の変更は、計画に

位置づけられた時間であるため、変更はできない。 

Ｑ４★★ 

「概ね２時間未満の間隔で指定訪問介護が行われた場合には、それぞれの所

要時間を合算する」とあるが、20分未満の身体介護中心型を算定する場合

にも適用される。 

Ｑ５★★★ 

常勤換算方法により算定される従業者が出張したり、また、休暇を取った場

合に、その出張や休暇に係る時間は勤務時間としてカウントする。 

★の数…難易度

どっちの訪問介護ショー理

○×

○×クイズ
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Ｑ１★★★
特定事業所加算の、サービス提供責任者要件の実務経験期間には、
産休や病欠していた期間は含められない。 ○か×か？

産休や介護休業、育児休業期間中は

雇用関係が継続している

勤続年数に含めることができる

Ａ１★★★
×（含められる）

Ｑ２★
緊急時訪問介護加算の算定時において、
訪問介護計画及び居宅サービス計画の修正は必要。 ○か×か？

緊急時訪問介護加算の算定時における事務処理については、次の取扱いとすること。

① 指定訪問介護事業所における事務処理

訪問介護計画は必要な修正を行うこと。

居宅サービス基準第１９条に基づき、必要な記録を行うこと。

② 指定居宅介護支援における事務処理

居宅サービス計画の変更を行うこと。（すべての様式を変更する

必要はなく、サービス利用票の変更等、最小限の修正で差し支えない）

Ａ２★
○（必要）

56



Ｑ３★
利用者の当日の状況が変化した場合であっても、
所要時間の変更は、計画に位置づけられた時間であるため、変更はできない。 ○か×か？

当日利用者の状況が変化

①
介護支援専門員とサービス提供責任者が連携を図る

②
介護支援専門員が必要と認める

（事後に介護支援専門員が必要であったと判断した場合を含む。）

③
訪問介護計画及び居宅サービス計画について、必要な変更を行う

Ａ3★
×（上記の要件を満たせば、変更できる）

Ｑ４★★
「概ね２時間未満の間隔で指定訪問介護が行われた場合には、
それぞれの所要時間を合算する」とあるが、
20分未満の身体介護中心型を算定する場合にも適用される。 ○か×か？

20分未満の身体介護に限り、前後の訪問介護との間隔が概ね２時間未満であっても、

所要時間を合算せず、それぞれのサービスの所要時間に応じた単位数が算定される。

20分未満の身体介護の前後に行われる訪問介護（20分未満の身体介護中心型を算定する場合を

除く。）同士の間隔が概ね２時間未満の間隔である場合には、それぞれの所要時間を合算する。

（例）下図の場合、20分未満の身体介護（165単位）と、(A)と(B)を合算した所要時間（80分）に

応じ、１時間以上１時間30分未満の身体介護（564単位）がそれぞれ算定される。

Ａ４★★
×（適用されない）

２時間未満 ２時間未満
（合算しない） （合算しない）

(A)
所要時間

20分以上30分未満
の身体介護
【２５分】

所要時間
20分未満の
身体介護

(B)
所要時間

30分以上60分未満
の身体介護
【５５分】

２時間未満
（それぞれの所要時間を合算＝８０分）
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Ｑ５★★★
常勤換算方法により算定される従業者が出張したり、
また、休暇を取った場合に、
その出張や休暇に係る時間は勤務時間としてカウントする。 ○か×か？

 「常勤換算方法」とは・・・

非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において

常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、

常勤の従業者の員数に換算する方法」

「勤務延時間数」とは・・・

「勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間

（又は当該事業に係るサービスの提供のための準備等を行う時間

（待機の時間を含む。））として明確に位置付けられている時間の合計数」

よって

非常勤の従業者の休暇や出張（以下「休暇等」という。）の時間は、
サービス提供に従事する時間とはいえないので、
常勤換算する場合の勤務延時間数には含めない。

常勤の従業者（事業所において居宅サービス運営基準解釈通知
第２－２－（３）における勤務体制を定められている者をいう。）
の休暇等の期間については？

その期間が暦月で１月を超えるものでない限り、
常勤の従業者として勤務したものとして取り扱うものとする。

（参考）居宅サービス運営基準解釈通知第２－２－（３） 「常勤」
当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている
常勤の従業者が勤務すべき時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を
基本とする。）に達していることをいうものである。（以下略）

Ａ５★★★
×（カウントしない）

58



自立支援のための見守り的援助

同居家族等がいる場合における訪問介
護サービス及び介護予防訪問介護サー
ビスの生活援助等の取扱い

特段の専門的配慮をもって行う
調理

２人の訪問介護員等による
訪問介護の算定方法

身体介護として区分される

自立支援、ＡＤＬ向上の観点から

安全を確保しつつ常時介助できる

状態で行う見守り

単なる見守り・声かけは含まない

自立支援のための見守り的援助
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掃除，洗濯，調理などの日
常生活の援助に関連する行
為であっても身体介護を算
定される例

利用者の日常生活動作能力（ＡＤＬ）や意欲の向上のために
利用者と共に行う自立支援のためのサービス行為

利用者の身体に直接接触し
ない、見守りや声かけ中心
のサービス行為であっても
身体介護を算定される例

・入浴，更衣などの見守りで、
必要に応じた介助、転倒予防の
ための声かけ、気分の確認を行う

・ベッドの出入り時など自立を促す
ための声かけなど、声かけや見守り
中心で必要な時だけ介助を行う

・移動時、転倒しないようにそばに
ついて歩き、介護は必要時だけで､
事故がないように常に見守る

・利用者と一緒に手助けしながら調理
を行うとともに、安全確認の声かけ
や疲労の確認をする
・洗濯物を一緒に干したりたたんだり
することにより自立支援を促すと
ともに、転倒防止予防などのための
見守り・声かけを行う
・認知症高齢者の方と一緒に冷蔵庫の
中の整理などを行うことにより生活
歴の喚起を促す
・車イスの移動介助を行って店に行き，
本人が自ら品物を選べるように援助
する

利用者の日常生活動作能力（ADL）や意欲向上に繋がると考える

サービスの具体的内容を、その理由とともに、
居宅サービス計画及び、訪問介護計画に位置づけること。

単に見守り・声かけを行うだけであれば、

生活援助として算定すること。

サービス提供記録には、見守りの内容を具体的に記載すること。

 留意事項のまとめ

計画

（具体的サービス内容

・目標）

モニタリング

（目標の達成状況

の把握）

計画の見直し

（継続or変更）

↑定期的に行い、記録
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同居家族等がいる場合における
訪問介護サービス及び
介護予防訪問介護サービスの
生活援助等の取扱い

～利用者が１人暮らしであるか又は同居家族等の障害、

疾病がある場合に限定されるものではないということ～

利用者の生活実態等に応じて個別に判断すべきものであり、
介護給付費の算定対象となるかどうかは、
個々の事例ごとに、本人の心身状態・同居家族等の状況・
利用者が置かれている環境等を勘案して決定する

同居家族等がいる場合の要確認事項

家族についての、アセスメントにより

必要性
どのような家事ができるのか、
できない（困難）のか
やむを得ない事情

家族の就労状況により、必要な援助が得られないこと。
他に代替する手段がないこと。
安全面や健康面、衛生面から見て必要性が高いと
思われること。
時間が限定され、その時間に家族などの対応が
得られないこと。

を確認する必要があります。

そのサービスを位置づける必要性について
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「障害、疾病、その他同様のやむを得ない事情」について

同居家族等に「障害、疾病、その他同様のやむを得ない事情」があり、
利用者に対する家事を行うことが困難な場合は、
利用者及び家族等を含めたサービス担当者会議で最終的な判断をして
共通認識を持ち、居宅サービス計画・訪問介護計画に位置づけること。

単に「同居家族が就労等のため不在である（日中独居等）」とか、
「高齢である」という理由のみでは、「やむを得ない事情」とはなりません。

たとえば、日中独居の場合であれば、

・家族が不在である時間、曜日等、
・家族が不在であることにより、どのような家事ができなくて、
どのような家事なら可能なのか、
・家族が不在の時間帯に行わなければ、日常生活上どのような支障が生じるのか

について、明確に記録しておくこと。

該当するもの＝【厚生労働大臣が定める特別食】
「厚生労働大臣が定める者を定める件」（Ｈ１２．３．１７）

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提供された
適切な栄養量及び内容を有する
糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、
脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食、
嚥下困難者のための流動食、経管栄養のための濃厚流動食
及び特別な場合の検査食（単なる流動食及び軟食を除く。）

調理に当たっては、利用者の心身の状況や生活状況等を勘案した上で、
熱量、蛋白質量、脂質量等の食事内容について配慮を行うこと。

例えば、医師の具体的な指示に基づく管理栄養士の居宅療養管理指導に
沿った調理を行うなど、居宅療養管理指導事業所等との連携が重要
⇒ ⇒ ⇒ミキサー食等は対象外

特段の専門的配慮をもって行う調理とは・・・
（Ｈ１４．３．２８事務連絡より）
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「二人の介護員等の場合」のサービスコードにより請求する

【例】

2人の訪問介護員等が入浴介助を行い、

その後、一人の訪問介護員等が生活援助を行う場合

2人の訪問介護員等によるサービス提供時間が全体のサービス提供時間に

占める割合が小さく、該当するサービスコードが存在しないため、

便宜上それぞれの訪問介護員等のサービス提供時間に応じて

訪問介護員等ごとに所定単位数を算定する。

訪問介護員Ａ 身体介護中心型（入浴介助の所要時間）を算定
訪問介護員Ｂ 身体介護中心型に生活援助を加算して算定

【例題２】
３０分の援助において、入浴前後の移乗などで、合計３回、２人（ＡとＢ）対応での援助が必要。

しかし、常時支えが必要ではない為、Ｂは身体介護を行わない時間ができる。
Ｂが身体介護を行う時間が、２０分未満になる場合【①】と、２０分以上になる場合【②】の算定方法は？

①１人（Ａ）分の身体１のみを算定。
②Ａ分の身体１＋ ３回分全てを合算して、
Ｂ分の身体１を合わせて、身体１・２人を算定する。

【例題１】
身体２・２人（ＡとＢ）対応で入浴介助を行った後、
１時間、食事介助（身体２）をＡが行う予定。
その場合の算定方法は？

①身体２・２人

＋

身体２（Ａのみ）

７７６単位

＋３８８単位

＝１１６４単位

②身体４（Ａ）

＋

身体２（Ｂ）

６４４単位

＋３８８単位

＝１０３２単位

正解：②

回答

Ａ ３０分（身体１）

２人
２人２人始 終

入浴
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□ 代替できるインフォーマルサービスはないか。 

□ 提供するサービス内容自体が、保険給付として適切な内容かどうか。 

□ 家事援助の内容、必要な範囲、回数、時間帯、曜日などを検討。

～必要性の検討～

～家族等の援助の確認～

□ 家族や周囲の関係者の協力が得られないかを確認。

□ 十分なアセスメントにより、やむを得ない事情を明らかにし、どのような家事 

     ができるのか、できない（困難）のかを明確に記録。 

◇生活援助中心型の算定理由その他やむを得ない事情の内容について記載する 

とともに、生活全般の解決すべき課題に対応して、その解決に必要であって 

最適なサービスの内容とその方針を明確に記載する必要あり。 

□ サービス担当者会議において、個別の事例毎に最終的な判断を行い、 

       利用者の自立支援の観点から真に必要かどうかを検証。 

□ 訪問介護計画に位置づけ、支援目標や具体的なサービス内容に併せて、

生活援助の算定根拠について明記する。

生 活 援 助 の 算 定 の 流 れ

別居親族あり 同居家族あり 

同居家族が援助できない 同居家族が援助できる 

同居家族が障害・疾病 

～サービス提供の開始～ 

□ 利用者にとって本当に必要なサービスかどうか。

※利用者本人が「できる行為」又は「今後できるようになる可能性がある行為」まで、 

ヘルパーが代行することで機能低下を招いてしまうことがないように十分留意する。 

□ 別居親族による援助を受けることはできないか。

例）・月1回の病院受診については、別居の長女が連れていく。 

例）・週末の夕食は、近所に住む長男家族と一緒に食べる。 

障害・疾病はないが、やむを得ない事情あり 

他のサービスや身体介護等の導入により、 

家族の介護負担軽減が図れないかを検討。 

具体的なサービス内容の検討 

居宅サービス計画への位置づけ 

必要に応じ随時、計画の見直し 

サービス担当者会議での検討・決定 

訪問介護計画への位置づけ 

援助できない理由 

援助できない 
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◎（介護予防）訪問介護事業所と、「サービス付き高齢者向け住宅」や「住宅型有料老人ホーム」

等併設施設との勤務体制が不明瞭である等、不適切な運営が見受けられます。 

◆訪問介護事業者は、月ごとの勤務表を作成し、訪問介護員について、日々の勤務時間、

職務の内容を明らかにすること。 

◆訪問介護の人員基準（管理者・サービス提供責任者・訪問介護員）を遵守すること。 

◆サービス提供の記録は、サービス提供ごとに、訪問日、訪問時間、担当者名、提供した

具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況その他必要な事項を記録すること。

○訪問介護サービスは、居宅サービス計画・介護予防サービス計画（ケアプラン）に沿って、

訪問介護員が利用者に対し原則１対１でサービス提供を行わなければなりません。 

 ○「サービス付き高齢者向け住宅」や「住宅型有料老人ホーム」等に併設された訪問介護事業 

所の訪問介護員が、併設施設のスタッフとしても勤務する場合は、次の点に留意のうえ、

居宅サービス計画及び訪問介護計画に沿ったサービスを実施する必要があります。

◆留意事項 

□ 併設施設のスタッフとしての業務時間と、訪問介護事業所の訪問介護員としての業務時間

が明確に区分されているか。 

※常勤専従のサービス提供責任者は、併設施設の介護員（夜勤者）等の業務に従事しな 

いこと。

□ 介護保険のサービスと介護保険外サービスが明確に区分されているか。 

  （施設のスタッフが行う業務の範囲と費用が明確になっているか。） 

※有料老人ホーム等の基本的なサービス（安否確認、健康チェック、生活相談サービス、

緊急通報への対応等）を、訪問介護サービスとして介護報酬の請求を行うことはでき

ません。

□ ケアプラン及び訪問介護計画に沿ったサービス提供がされているか。 

□ 一度に複数の利用者にサービスを提供していないか。 

（１人対複数の施設的なサービス提供になっていないか。） 

※複数の入居者に、同時に又は短時間で行うサービスは、訪問介護サービスではなく、 

介護報酬の対象ではありません。

□ 利用者のサービス選択に関して、併設事業所以外の情報が提供されているか。

□ 併設の居宅介護支援事業所や訪問介護事業所等の利用を強要していないか。

□ 利用者本位ではなく、事業所都合のサービス提供（ケアプランと異なる内容や時間帯の 

  サービス提供）が行われていないか。

□ 利用者にとって過剰又は不必要なサービスの位置付けがなされていないか。 

（利用者の自立支援になっているか。） 

併設の「サービス付き高齢者向け住宅」・「住宅型有料老人ホーム」等の 

入居者に対して行う訪問介護サービスに関する留意事項 
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◆訪問介護事業所の登録車両を運転し、訪問介護員が１人で対応する場合は、原則として

「通院等乗降介助」の算定となります。ただし、次ページ以降の図（２）、（３）に該当

する場合のみ、「身体介護中心型」での算定が可能です。 

(1) 利用者が「要介護１～５」の場合

(1)’ 利用者が「要介護１～５」（院内介助の必要あり）の場合

◆「乗車前介助」及び「降車後介助」とは、乗車・降車の介助を行うことの前後に連続して

行われる外出に直接関連する身体介護（更衣介助・排泄介助・移乗介助等）をいいます。 

◆院内の移動等の介助は、基本的には医療機関のスタッフにより対応されるべきものです 

が、状況により算定対象（内科から眼科への移動介助やトイレ介助等が対象となり、単に 

付き添っている時間については算定の対象とならない）となる場合があります。 

ただし、「通院等乗降介助」は、通院先での受診等の手続き、移動等の介助を包括評価し 

ているため、院内介助だけを区分して、身体介護として算定することはできません。

運転中 運転中 

「通院等乗降介助」及び「身体介護中心型」の適用関係 

家 病 院 家 

乗車前

介助 

乗車介助 降車介助 受診等

手続き

薬の 

受取等 
乗車介助 降車介助 

降車後

介助 

「通院等乗降介助」 

（100 単位）を算定 

「通院等乗降介助」 

（100 単位）を算定 

運転中 運転中 

家 病 院 家 

乗車前

介助 

乗車介助 降車介助 受診等

手続き

薬の 

受取等 
乗車介助 降車介助 

降車後

介助 

「通院等乗降介助」 

（100 単位）を算定 

「通院等乗降介助」 

（100 単位）を算定 

院内介助 

「通院等乗降介助」として 

包括して評価（別算定不可） 
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(2) 利用者が「要介護４、５」の場合

(2)’  利用者が「要介護４、５」の場合

算定要件   

①「要介護４又は５」の利用者であること。 

  ②通院等のための乗車・降車の介助を行うことの前後に連続して、相当の所要時間 

（20 分～３０分程度以上）を要しかつ手間のかかる身体介護を行う必要があること。

◆運転中は、訪問介護員等は運転に専念する必要があるため介護を行い得ず、また、移送

（運転）の行為は訪問介護サービスには含まれないことから、運転時間は介護報酬の算定

対象とはなりません。また、診察室内については、医療保険での算定となるため介護保

険を算定することはできません。 

運転中 運転中 

家 病 院 家 

乗車前

介助 

乗車介助 降車介助 受診等

手続き

薬の 

受取等 
乗車介助 降車介助 

降車後

介助 

「身体介護中心型」を算定

＜運転時間を除く＞ 

20分～30分程度以上 20分～30分程度以上 

「身体介護中心型」を算定

＜運転時間を除く＞ 

運転中 運転中 

家 病 院 家 

乗車前

介助 

乗車介助 降車介助 受診等

手続き

薬の 

受取等 
乗車介助 降車介助 

降車後

介助 

「身体介護中心型」を算定 

＜運転時間・診察時間・単なる見守りや付き添い時間を除く＞ 

20分～30分程度以上 20分～30分程度以上 

院内介助 
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(3) 利用者が「要介護１～５」の場合

(3)’ 利用者が「要介護１～５」の場合

算定要件   

①乗降介助の前後に身体介護を行うこと。 

  ②居宅における外出に直接関連しない身体介護（入浴介助・食事介助等）に、30分～

1時間程度以上を要しかつ外出に直接関連しない身体介護の方が中心であること。 

◆運転中は、訪問介護員等は運転に専念する必要があるため介護を行い得ず、また、移送

（運転）の行為は訪問介護サービスには含まれないことから、運転時間は介護報酬の算定

対象とはなりません。また、診察室内については、医療保険での算定となるため介護保

険を算定することはできません。 

運転中 運転中 

家 病 院 家 

乗車前

介助 

乗車介助 降車介助 受診等

手続き

薬の 

受取等 
乗車介助 降車介助 

降車後

介助 

「身体介護中心型」を算定

＜運転時間を除く＞ 

30分～1時間程度以上 30分～1時間程度以上 

「身体介護中心型」を算定

＜運転時間を除く＞ 

身体介護 身体介護

運転中 運転中 

家 病 院 家 

乗車前

介助 

乗車介助 降車介助 受診等

手続き

薬の 

受取等 
乗車介助 降車介助 

降車後

介助 

30分～1時間程度以上 30分～1時間程度以上 

身体介護 身体介護院内介助 

「身体介護中心型」を算定 

＜運転時間・診察時間・単なる見守りや付き添い時間を除く＞ 
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留意事項通知（解釈通知）  老企第３６号第２の２ 

（７）「通院等乗降介助」の単位を算定する場合 

① 指定訪問介護事業者が「通院等乗降介助」を行う場合には、当該所定単位数を算定 

することとし、「身体介護中心型」の所定単位数は算定できない。 

当該所定単位数を算定するに当たっては、道路運送法（昭和26年法律第183号） 

等他の法令等に抵触しないよう留意すること。 

なお、移送行為そのものすなわち運転時間中は当該所定単位数の算定対象ではな 

く、移送に係る経費（運賃）は、引き続き、評価しない。 

 ② 「通院等乗降介助」の単位を算定することができる場合、片道につき所定単位数を 

算定する。よって、乗車と降車のそれぞれについて区分して算定することはできない。 

 ③ 複数の要介護者に「通院等乗降介助」を行った場合であって、乗降時に１人の利用 

者に対して１対１で行う場合には、それぞれ算定できる。なお、効率的なサービス提 

供の観点から移送時間を極小化すること。 

 ④ 利用目的について、「通院等のため」とは、「身体介護中心型」としての通院・外 

出介助と同じものである。 

 ⑤ サービス行為について、「自らの運転する車両への乗車又は降車の介助」、「乗車 

前若しくは降車後の屋内外における移動等の介助」及び「通院先若しくは外出先での 

受診等の手続き、移動等の介助」とは、それぞれ具体的に介助する行為を要すること 

とする。 

例えば、利用者の日常生活動作能力などの向上のために、移動時、転倒しないよう 

に側について歩き、介護は必要時だけで、事故がないように常に見守る場合は算定対 

象となるが、乗降時に車両内から見守るのみでは算定対象とならない。 

   また、「自らの運転する車両への乗車又は降車の介助」に加えて、「乗車前若しく 

は降車後の屋内外における移動等の介助」を行うか、又は、「通院先若しくは外出先 

での受診等の手続き、移動等の介助」を行う場合に算定対象となるものであり、これ 

らの移動等の介助又は受診等の手続きを行わない場合には算定対象とならない。 

 ⑥ 「通院等乗降介助」は、「自らの運転する車両への乗車又は降車の介助」、「乗車 

前若しくは降車後の屋内外における移動等の介助」及び「通院先若しくは外出先での 

受診等の手続き、移動等の介助」を一連のサービス行為として含むものであり、それ 

ぞれの行為によって細かく区分し、「通院等乗降介助」又は「身体介護中心型」とし 

て算定できない。 

例えば、通院等に伴いこれに関連して行われる、居室内での「声かけ・説明」・「目 

的地（病院等）に行くための準備」や通院先での「院内の移動等の介助」は、「通院 

等乗降介助」に含まれるものであり、別に「身体介護中心型」として算定できない。 

   なお、一人の利用者に対して複数の訪問介護員等が交代して「通院等乗降介助」を 

行った場合も、１回の「通院等乗降介助」として算定し、訪問介護員等ごとに細かく 

区分して算定できない。 
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⑦ 「通院等乗降介助」の単位を算定するに当たっては、適切なアセスメントを通じて、 

生活全般の解決すべき課題に対応した様々なサービス内容の１つとして、総合的な援 

助の一環としてあらかじめ居宅サービス計画に位置付けられている必要があり、居宅 

サービス計画において、 

   ア 通院等に必要であることその他車両への乗降が必要な理由 

   イ 利用者の心身の状況から乗降時の介助行為を要すると判断した旨 

   ウ 総合的な援助の一環として、解決すべき課題に応じた他の援助と均衡している 

こと 

を明確に記載する必要がある。 

 （８）「通院等乗降介助」と「身体介護中心型」の区分 

   要介護４又は要介護５の利用者に対して、通院等のための乗車・降車の介助を行う 

ことの前後に連続して相当の所要時間（20～30分程度以上）を要しかつ手間のかか 

る身体介護を行う場合には、その所要時間に応じた「身体介護中心型」の所定単位数 

を算定できる。この場合には「通院等乗降介助」の所定単位数は算定できない。 

（例）（乗車の介助の前に連続して）寝たきりの利用者の更衣介助や排泄介助をした 

後、ベッドから車いすへ移乗介助し、車いすを押して自動車へ移動介助する場合。 

（９）「通院等乗降介助」と通所サービス・短期入所サービスの「送迎」の区分 

   短期入所サービスにおいて利用者の居宅と当該事業所との間の送迎を行う場合は、 

当該利用者の心身の状況により当該事業所の送迎車を利用することができないなど 

特別な事情のない限り、短期入所サービスの送迎加算を算定することとし（通所サー 

ビスは基本単位に包括）、「通院等乗降介助」は算定できない。 

（保険給付の対象となる通院・外出介助）   

問） 通院・外出介助のサービスを提供する場合において、乗車前・降車後のサービ 

   スであれば、どのようなものであっても介護報酬の対象となるのか。 

   答） 保険給付対象として評価される身体介護のサービス行為は、要介護・要支援で 

      あるがために必要とされる行為に限られ、また、車の乗降介助などの各動作ごと 

      に区分されるのではなく、健康チェックなどの準備やサービス後の後始末も含め、 

一連のサービスの流れによって区分される（「訪問介護におけるサービス行為ご 

との区分等について(H12.3.17 厚生省老人保健福祉局計画課長通知）」参照）。 

例えば、家の中での着替え介助、ベッドから車椅子等への移乗介助、家の中か 

らタクシーまでの移動介助、病院内での移動や受付の介助、会計の援助等であっ 

て、そのような援助がなければ通院が困難な者に対して真に必要なサービスを提 

供する場合に、その一連のサービス行為が保険給付の対象として評価されるもの 

である。 

したがって、病院において要介護者が受診している間、介護等を行わず単に待 

っている時間や、訪問介護員の資格を有するタクシー運転手が、単にタクシーの 

ドアを開けて要介護者が乗車するのを待っているような行為について、保険給付 

の対象とすることは適切でない。 

70



（運転中の介護報酬の算定）   

問） 指定訪問介護事業所の指定を受けているタクシー会社（いわゆる介護タクシー） 

   において訪問介護員の資格を有する運転手が、タクシーを運転して通院・外出介 

   助を行う場合は、運転中の時間も含めて介護報酬を算定してよいか。 

   答） 居宅を訪問した訪問介護員がタクシー運転手のみの場合は、運転中は運転に専 

念するため介護を行い得ず、また、移送（運転）の行為は、訪問介護サービスに 

含まれないことから、運転中の時間は介護報酬の算定対象とはならない。 

  ただし、利用者の心身の状態等から走行中にも介護の必要があり、運転手以外 

に同乗した訪問介護員が介護を行うのであれば、走行中に行う介護の時間も介護 

報酬の算定対象となる。 

（遠距離の通院・外出介助に対するサービス提供拒否）  

問） 遠距離にある病院等ヘの通院外出介助の申込であることをもってサービス提供 

   を拒否することは、正当な拒否事由に当たるか。 

   答） 居宅サービス運営基準第 9条で指定訪問介護事業者は正当な理由なくサービス 

提供を拒否してはならないこととされているが、サービス提供を拒否することの 

できる正当な理由がある場合とは、①当該事業所の現員からは利用申込に応じ 

きれない場合、 

②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外にある場合、 

③その他利用申込者に対し自ら適切な指定訪問介護を提供することが困難な場 

合、とされている(居宅サービス運営基準解釈通知第 3－3 (2))。 

したがって、単に遠距離にある病院等ヘの通院外出介助であることを理由とし 

てサービス提供を拒否した場合、居宅サービス運営基準第9条に違反する。 

（乗合形式による通院・外出介助）   

問） いわゆる介護タクシーが要介護者に対して通院・外出介助を行う場合に、運転 

   手兼訪問介護員が数人の要介護者宅を回り、「相乗り」をさせて病院等へ移送し、 

   介助を行うことは可能か。 

   答） 訪問介護サービスは、介護保険法上「居宅において」行うこととされているこ 

      とからも明らかなように、利用者の居宅で、訪問介護員が利用者に対して1対1で 

提供するサービスであり、通所介護や施設サービスなどのように複数の利用者に 

対して集団的なサービス提供を行うものではない。 

質問のような形態は、乗車・降車場面では利用者と訪問介護員とが 1対 1とな 

っているようではあっても、運転中も含めた一連のサービス行為の中では集団的 

なサービス提供が行われているものであり、このようなサービスの一部のみを捉 

えて、訪問介護サービスに該当するものとはいえない。 

※通院等乗降介助の相乗りについては、老企36号により「乗降時に1人の利用者 

に対して1対１で行う場合には、それぞれ算定できる。なお、効率的なサービス 

提供の観点から移送時間を極小化すること。」とされている。 
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（受診中の待ち時間）   

問） 通院・外出介助における受診中の待ち時間の取扱について 

   答） 通院・外出介助における単なる待ち時間はサービス提供時間に含まない。 

院内の付き添いのうち具体的な「自立生活支援のための見守り的援助」は身体 

介護中心型として算定できる。 

なお、院内の付き添いなど居宅以外において行われる訪問介護については、居 

宅において行われる目的地（病院等）に行くための準備を含む一連のサービス行 

為とみなし得る場合に限り認められるため、院内の付き添い行為だけをもってし 

て単独行為として算定することはできない。 

（通院等乗降介助）    

問） 通院・外出介助において、利用者の状況等により、2人の訪問介護員等による 

   サービス提供が必要となった場合の取扱いについて。 

 答） 通院・外出介助において、1人の訪問介護員等が車両に同乗して気分の確認な 

ど移送中の介護も含めた介護行為を行う場合は、当該訪問介護員等は「身体介護 

中心型」を算定するが、このとき、当該車両を運転するもう 1人の訪問介護員等 

は、サービス行為の所要時間や内容に関わらず、別に「通院等のための乗車又は 

降車の介助」を算定することはできない。 

ただし、例えば、重度の要介護者であって、 

①体重が重い利用者に重介護を内容とする訪問介護を提供する場合や 

②エレベーターの無い建物の 2階以上の居室から外出させる場合など、 

利用者の状況等によりやむを得ずに2人の訪問介護員等によるサービス提供が 

必要となった場合に限り、2人の訪問介護員等によるサービス提供時間に応じた 

「身体介護中心型」の100 分の 200に相当する単位数を算定できる。 

また、上記の場合において、例えば、2人の訪問介護員等が移動介助・乗車介 

助を行う場合は、2人の訪問介護員等によるサービス提供時間が全体のサービス 

提供時間に占める割合が小さいため、それぞれの訪問介護員等のサービス提供時 

間に応じて訪問介護員等ごとに「身体介護中心型」を算定できる。 

（通院等乗降介助）   

問） 別に同乗する訪問介護員等が「通院等のための乗車又は降車の介助」のみを行 

   い、移送中に介護を全く行わない場合の取扱いについて。 

   答） 車両を運転する訪問介護員等とは別に訪問介護員等が同乗する場合であっても、 

      当該同乗する訪問介護員等が「通院等のための乗車又は降車の介助」のみを行い、 

移送中の気分の確認など移送中に介護を全く行わない場合については、「通院等 

のための乗車又は降車の介助」と実質的に同じ内容のサービスであるので、「通 

院等のための乗車又は降車の介助」を算定することとし、「身体介護中心型」は 

算定できない。 
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（通院等乗降介助） 

問） 居宅サービス計画に「通院等のための乗車又は降車の介助」を位置付けるとき 

   に、アセスメントが適当に行われていない場合の取扱について。 

 答） 「通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定するに当たっては、適切 

なアセスメントを通じて、居宅サービス計画に位置付ける必要があると規定され 

ており、こうしたアセスメントが行われていない場合、「通院等のための乗車又 

は降車の介助」は不適切な給付として返還を求めるものである。 

（通院等乗降介助）   

問）「要介護4又は要介護5の利用者に対して、通院等のための乗車・降車の介助を 

  行うことの前後に連続して相当の所要時間（20分から30分程度以上）を要しかつ 

手間のかかる身体介護を行う場合には、その所要時間に応じた「身体介護中心型」 

の所定単位数を算定できる。」にいう「前後の所要時間」について。 

 答） 要介護 4又は要介護 5の利用者に対して、「身体介護中心型」を算定するため 

には、通院等のための乗車・降車の介助を行うことの前又は後に連続して行われ 

る手間のかかる、外出に直接関連する身体介護の所要時間は 20～30分程度以上 

を要する。このとき、前後の所要時間を算定できない。 

（なお、「身体介護中心型」を算定する場合の算定対象時間は運転時間を控除して 

所要時間を通算する。） 

（例） 

例①は乗車前に 20分の「外出に直接関連する身体介護」を行っているため、 

身体介護中心型として算定できる。乗車前及び降車後の所要時間を通算して 25 

分の身体介護として身体介護中心型（所要時間30分未満）を算定する。 

例②は乗車前又は降車後に20～30 分程度以上の「外出に直接関連する身体介 

護」を行っていないため、身体介護中心型として算定できず、「通院等のための 

乗車又は降車の介助」を算定する。 

① 運転前に 20分の移乗・移動介助及び乗車介助、運転後 5分の降車介助及び 

移乗・移動介助 身体介護中心型を算定可 

② 運転前に 10分の移乗・移動介助及び乗車介助、運転後 10分の降車介助及 

び移乗・移動介助 身体介護中心型を算定不可 

移乗・移動介助 乗車介助 運転 降車介助 移乗・移動介助

① 

② 

２０分 ５分 

１０分 １０分 

身体介護中心型を

算定可 

身体介護中心型を

算定不可 
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算定基準（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 ） 

・ 身体介護が中心である場合において、利用者又はその家族等からの要請に基づき、

指定訪問介護事業所のサービス提供責任者が指定居宅介護支援事業所の介護支援専

門員と連携し、当該介護支援専門員が必要と認めた場合に、当該指定訪問介護事業

所の訪問介護員等が当該利用者の居宅サービス計画において計画的に訪問すること

となっていない指定訪問介護を緊急に行った場合は、１回につき100単位を加算す

る。 

算定要件 

□ 居宅サービス計画に位置付けられていないこと 

□ 身体介護中心型であること（「生活援助」のみは対象外） 

□ サービス提供責任者が介護支援専門員と（事前に）連携を図ること 

□ 利用者又はその家族等から要請を受けて24時間以内にサービス提供を行ったこと 

□ ケアマネージャが当該サービス提供を「緊急」に必要なものと判断していること 

□ サービス提供記録に、具体的なサービス内容等とともに、要請のあった時間、 

要請の内容、当該訪問介護の提供時刻及び緊急時訪問介護加算の算定対象である旨

等を記録していること 

◆留意事項◆ 

① 「居宅サービス計画に位置付けられていないこと」とは、具体的に、居宅サービス 

計画等において、日常的な通常のサービス提供が必要なものとして判断されていな 

いサービスのことです。 

②  事前の介護支援専門員との連携が必要ですが、やむを得ない事由で事前に連携が

図れない場合に、訪問介護事業所により緊急に身体介護のサービス提供が行われ、

事後に介護支援専門員により、必要と判断された場合も算定は可能です。 

 （やむを得ない事由により事後承認となった場合には、その事由についての記録が

必要。） 

所要時間は、サービス提供責任者と介護支援専門員が連携を図った上で、要請内

容から標準的な時間を介護支援専門員が判断します。 

③  加算対象の前後に行われた訪問介護との間隔が２時間未満でも、それぞれの所要 

  時間に応じた所定単位数を算定できます。（所要時間を合算する必要なし。） 

緊 急 時 訪 問 介 護 加 算 
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④  同じ月のうちに同一事由で頻繁に要請があるような場合は、居宅サービス計画の

見直しの検討が必要となります。 

⑤  加算の算定時には、定められた記録以外に、訪問介護計画の修正、居宅サービス 

計画の変更が必要です。 

⑥  記録は、提供した具体的なサービス内容、提供日時、利用者の心身の状況等以外

に、本人又は家族からの要請及び介護支援専門員との連携について詳細に記載し、

修正した訪問介護計画とあわせて保存する必要があります。 

⑦  サービスを提供する訪問介護事業所は、利用者と事前に契約し、それぞれの加算 

  の算定要件及び趣旨について、重要事項説明書等により利用者に説明し、同意を得 

ておく必要があります。 

⑧ １回の要請につき１回を限度として算定できます。 

⑨  所要時間が20分未満の身体介護でも算定は可能ですが、安否確認・健康チェック

等のみの場合には算定対象となりません。 

～「緊急時訪問介護加算」の算定ができない主な事例～  

◆ 「日時変更」、「訪問時のサービス内容の変更」については、居宅サービス計画の

変更（修正）により対応すべきものである。 

１

・ 予定されていた時間に訪問したが、利用者の体調急変により、居宅サービス計 

画に位置付けていたサービスと異なる内容のサービスを提供した場合。 

   「サービス内容の変更」にあたり、居宅サービス計画の変更で対応すべきで 

あり、加算は算定できません。

２

・ 利用日において、居宅サービス計画に位置付けた時間と異なる時間に来てほし 

いとの要請があり、これに応じ予定内容のサービス提供を行った場合 

「利用時間の変更」にあたり、居宅サービス計画の変更で対応すべきであり、 

   加算は算定できません。 

  ミコロケアマネジャーさん、こんにちは。 

前回、緊急時訪問介護加算を算定したケースについて、

訪問介護計画の修正が必要だと考えるので、 

居宅サービス計画の変更もよろしくお願いします。 
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算定基準（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 ） 

・  指定訪問介護事業所において、新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、

サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定訪問介護を行った日の属する月に指

定訪問介護を行った場合又は当該指定訪問介護事業所のその他の訪問介護員等が初

回若しくは初回の指定訪問介護を行った日の属する月に指定訪問介護を行った際に

サービス提供責任者が同行した場合は、１月につき所定単位数（２００単位）を加

算する。 

留意事項通知（解釈通知）  老企第３６号第２の２ 

（１９）初回加算の取扱い 

① 本加算は、利用者が過去２月間（暦月）に、当該指定訪問介護事業所から指定訪問 

介護の提供を受けていない場合に算定されるものである。 

 ② サービス提供責任者が、訪問介護に同行した場合については、指定居宅サービス基 

準第十九条に基づき、同行訪問した旨を記録するものとする。 

また、この場合において、当該サービス提供責任者は、訪問介護に要する時間を通 

じて滞在することは必ずしも必要ではなく、利用者の状況等を確認した上で、途中で 

現場を離れた場合であっても、算定は可能である。 

算定要件 

□ 新規に訪問介護計画を作成していること。 

※ 「訪問介護計画を作成」とは、訪問介護計画の原案を提示して、利用者又はその 

   家族に内容を説明し、利用者の同意を得ていることをいいます。 

□ 初回若しくは初回に実施した訪問介護と同月内に、サービス提供責任者が、自ら訪問 

  介護を行うか、他の訪問介護員が訪問介護を行う際に同行していること。 

□ 歴月で過去２ヶ月の間、当該指定訪問介護事業所からのサービス提供実績がないこと。

□ 事前に加算の算定要件及び趣旨について、重要事項説明書等により利用者に説明し、 

   同意を得ていること（算定の都度に利用者からの同意を必要とするものではない。）。

□ サービス提供責任者が訪問介護に同行した場合は、同行訪問した旨を記録に残してい 

  ること。 

※「介護状態区分が２段階以上変更されたとき」という要件は、訪問介護の初回加算

の算定要件ではありません。

◆留意事項◆ 

① 訪問介護計画は、初回のサービス提供日までに作成し利用者の同意を得ること。 

② 初回加算は、同一月内で複数の事業所が算定することも可能です。 

③ 区分変更等により、要介護から要支援、あるいは要支援から要介護に変更した場合は、 

   過去２ヶ月間におけるサービス提供実績の有無にかかわらず算定可能ですが、新たに 

（介護予防）訪問介護計画を作成していない場合は算定できません。 

初 回 加 算 
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長 寿 第 １ ７ ２ ２ 号

平成２６年１月２８日

各指定(介護予防)訪問介護事業所 管理者 殿

岡山県保健福祉部長寿社会課長

（ 公 印 省 略 ）

訪問介護員等の具体的範囲等について

訪問介護は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２項において 「介、

護福祉士その他政令で定める者により行われる入浴、排せつ、食事等の介護その他の

日常生活上の支援であって、厚生労働省令で定めるもの」と規定されており 「介護、

福祉士その他政令で定める者」は、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）

第３条第１項において、都道府県知事の行う介護員の養成に関する研修の課程を修了

し、当該都道府県知事から研修を修了した旨の証明書の交付を受けた者等と規定され

ています。

さて、平成２４年３月２日の介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）

、「 （ ）」の一部改正に伴い 介護員養成研修の取扱細則について 介護職員初任者研修関係

（ ）平成２４年３月２８日付け老振発第０３２８第９号厚生労働省老健局振興課長通知

に基づき 平成２５年度から 訪問介護員養成研修２級課程 ヘルパー２級 が 介、 「 （ ）」 「

護職員初任者研修」へ移行されました （介護員養成研修の詳細については、当課ホ。

ームページ「介護職員初任者研修について （http://www.pref.okayama.jp/page/de」

tail-29229.html）をご参照ください ）。

つきましては、平成２５年度からの「介護職員初任者研修」の開始に伴い 「政令、

で定める者」に係る岡山県における訪問介護員等の具体的範囲を別紙のとおりとしま

したので、お知らせします。

さらに 「２級課程修了者であるサービス提供責任者を配置する指定（介護予防）、

訪問介護事業所の減算」の取扱いについても、別紙のとおりとしましたので、併せて

ご確認願います。

なお 「訪問介護員の取扱いについて （平成２５年１月２５日付け長寿第１９３、 」

１号岡山県保健福祉部長寿社会課長通知）は廃止します。
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（別紙）

訪問介護員等の具体的範囲等について

岡山県保健福祉部長寿社会課

岡山県における「訪問介護員等の具体的範囲」及び「２級課程修了者であるサービス提供責任者を配置

する指定（介護予防）訪問介護事業所の減算」の取扱いについては、平成24年3月28日付け老振発第0328第

9号厚生労働省老健局振興課長通知「介護員養成研修の取扱細則について(介護職員初任者研修関係 」及び）

平成24年3月13日付け厚生労働省告示第95号「厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等 ・二に基づ」

き、次のとおりとします。

訪問介護員等の具体的範囲 サービス

研修等実施者 研修等の 相当級 提供責任

資格・要件等 証明書等 H25.3. H25.4. 者体制の

実施時期 31まで 1から 減算適用(証明を所管する機関)

1 介護福祉士 介護福祉士 ・厚生労働省 － なし－

登録証

2 介護職員初任者研修修了者 修了証明書 ・都道府県 － あり平成25年度～ －

・都道府県の指定

を受けた養成研

修事業者

3 社会福祉士法及び介護福祉 修了証明書 ・厚生労働大臣の － なし平成24年度～ －

士法に基づく実務者研修修 指定を受けた介

了者 護福祉士実務者

養成施設

4 介護職員基礎研修課程修了 修了証明書 ・都道府県 － 介護職 なし平成19年度～

者 ・都道府県の指定 員初任平成24年度

を受けた養成研 者研修(平成24年度に

修事業者 修了者指定を受けた

研修を含む)

5 訪問介護員養成研修課程修 修了証明書 ・都道府県 該当す 介護職 ２級研修平成12年度～

了者（１級、２級） ・都道府県の指定 る各研 員初任 課程修了平成24年度

を受けた養成研 修課程 者研修 者の場合(平成24年度に

修事業者 修了者 は、あり指定を受けた

研修を含む)
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6 ホームヘルパー養成研修修 修了証書 ・都道府県 該当す 介護職 ２級研修平成3年度～平

了者（１級、２級） ・指定都市 る各研 員初任 課程修了成11年度

・都道府県、指定 修課程 者研修 者の場合(平成3年6月27日付け厚生省通知 (平成11年度中

都市及び厚生省 修了者 は、あり｢ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ養成研修事業の実施に に指定を受け

ついて｣､平成7年7月31日付け厚 平成12年度にから指定を受け

生省通知｢ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ養成研修事業 実施した研修た養成研修事業

の実施について｣) も含む。)者

7 家庭奉仕員講習会修了者 修了証書 ・都道府県 １級 介護職 なし昭和62年度～

・指定都市 員初任(昭和62年6月26日付け厚生省通 平成2年度

者研修知「家庭奉仕員講習会推進事業

修了者の実施について」)

8 家庭奉仕員採用時研修修了 修了証書等 ・市町村 １級 介護職 なし昭和57年度～

者 ・都道府県 員初任(昭和57年9月8日付け厚生省 昭和61年度

者研修通知「家庭奉仕員の採用時研修

修了者について」)

9 昭和57年以前に県内で家庭 ・県内市町村 ２級 介護職 あり家庭奉仕員と ～昭和57年

奉仕員として活動していた 員初任して市町村で

者 者研修従事していた

修了者旨の証明書

居宅介護職員初任者研修修 修了証明書 ・都道府県の指定 － － あり10 平成25年度～

了者 を受けた養成研

修事業者

居宅介護従事者養成研修修 修了証明書 ・都道府県 該当す 介護職 ２級研修11 平成13年度～

了者 ・指定都市及び中 る各研 員初任 課程修了平成24年度

（１級、２級） 核市 修課程 者研修 者の場合（平成24年度

・都道府県､指定都 修了者 は、ありに指定を受け

）市及び中核市の た研修を含む

指定を受た養成

研修事業者

保健師 免許状 ・厚生労働省 １級 なし12 介護職員

初任者研13 看護師 免許状 ・厚生労働省 １級

修修了者14 准看護師 免許状 ・都道府県 １級

、 、 。※訪問介護に従事する場合の証明書は 各資格 要件等に係る上記の証明書等をもって替えることができるものとします
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（岡山市　H２７．３版）

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （ ) Ｎｏ．　１

（ )

営業日：　　月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 ・ 日 　営業時間　　９　：　００　～　１８　：　００

※ 第　１　週 第　２　週 第　３　週 第　４　週 ４週の 週平均  常勤換

職　　種 資格 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４２５ ２６ ２７ ２８合計勤 の勤務  算後の

火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 務時間 時間　  人数

管理者 介 A ① ① ① ① × × ① ① ① ① ① × × ① ① ① ① ① × × ① ① ① ① ① × × ① 160.0 40.0 ―
通所介護、居宅介護等
管理者

サービス提供責任者 基 Ｃ ② ② ② ① × × ② ① ① ① ② × × ① ② ② ② ② × × 出 ② ② ② ① × × ② 152.0 38.0 1 指定居宅介護等

サービス提供責任者 介 A ③ ④ ④ ④ ④ ③ ④ ④ ③ ④ ④ ④ ③ ④ ④ ③ ④ ④ 80.0 20.0 0.5 指定居宅介護等

訪問介護員 看 Ｃ ① ① ① ② × × ① ② ② ② 有 × × ② ① ① ② ① × × ② ① ① ① ② × × ① 152.0 38.0 1 指定居宅介護等

訪問介護員 １級 Ｃ 3 5 2 3 6 2 3 ③ ③ 2 34 8.5 0.2 サ高住

⑤ ⑤ サ高住

訪問介護員 ２級 Ｃ 4 6 2 4 6 2 4 2 4 2 36.0 9.0 0.2 居宅介護支援

訪問介護員 ２級 Ｃ 6 6 4 6 4 6 32.0 8.0 0.2 通所介護

訪問介護員計 3.1

時間／週　（A）

◇ 同一事業所において、障害者総合支援法による居宅介護等と一体的に事業を行う場合は、実施しているサービスの′にチェックしてください。

居宅介護 同行援護 行動援護 移動支援

月 月 月

32.4 人/月 ← 人 人 人

（内訳） 人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

　「勤務時間ごとの区分」　： ① ８：３０ ～ ( 時間） ② ～ ( 時間） ③ ～ ( 時間）
④ １３：００ ～ ( 時間） ⑤ ～ ( 時間） ⑥ ～ ( 時間）

注１　資格については、資格証等を確認のうえ「資格」欄に記入すること。（記載例）介（介護福祉士）、基（介護職員基礎研修修了者）、１級（ヘルパー１級）、２級（ヘルパー２級）、看（看護師）、准（准看護師）

　 ２  指定訪問介護（指定介護予防訪問介護、指定居宅介護等）に従事した従業者について、日々の勤務時間ごとに区分して番号を付し、その番号を記入してください。　（「勤務時間ごとの区分」欄に記入。）

　　　※登録訪問介護員等で日々の勤務時間が固定していない場合は、時間数を記入してください。　（例）　２．４５　（この場合は数字に○を付けないこと。）

　 ３　従業者の職種ごとに下記の勤務形態の区分を記載してください。（勤務形態は、事業所における勤務時間及び職種により区分されます。）

　　　※「勤務形態」の区分　　Ａ：常勤で専従　　Ｂ：常勤で兼務　　Ｃ：常勤以外で専従　　Ｄ：常勤以外で兼務

　 【常勤換算後の人数の計算式】 非常勤等の従業者の週平均の勤務時間の合計（注１）

常勤の従業者が勤務すべき１週あたりの勤務時間数（Ａ） ※小数点第２位切り捨て

（ 平成 ２６ 年 ７ 月分  予定　・　実績  ）サービス種類 訪問介護・介護予防訪問介護

事 業 所 名 ミコロ・ハコロ　ヘルパーステーション

　 ４　法人としては常勤職員であっても、他の事業所（サービス）と兼務している場合は、それぞれの職種について、それぞれ勤務した時間分のみを常勤換算に算入するため、非常勤等の従業者として常勤換算すること。

８

行動援護

12.012.0

1重度訪問介護

1

介護予防訪問介護 5

特定事業所加算（　加算Ⅰ　・　加算Ⅱ　・　加算Ⅲ　・　なし　）

氏　　名

40

後楽　園子

＋常勤で専従の従業者の員数

　   　※常勤の場合、公休日は「×」、有休休暇や出張はわかるように記載してください。

３
１８：００ １２２：００２１：００５

6

１８：３０

11

2

（通院等乗降介助のみの利用者は０．１人として計算）

庭園　都市子

高島　さおり

吉備　団子

通院等乗降介助

温羅蛇　祭子

　○常勤の従業者が勤務すべき１週あたりの勤務時間（就業規則等で定められた勤務時間）　

◆利用者数（前３月の平均値）　：

同上

(介護保険）

１７：３０

兼 務 す る
職務の内容

烏城　菊美

岡山　桃子

4

　　重度訪問介護

勤務
形態

※曜日→

34.032.0

5

居宅介護

訪問介護 13

4 6

８ ９：００ １２：００９：３０

31.0

12

12.0

3 2

移動支援

1

同行援護

常勤換算後の人数の合計

(２０＋８＋９＋８）H÷４０(A)
＝１．１２５≒１．１

※小数点第２位切り捨て

１＋１＋１．１＝３．１

変更日から４週間分の勤務シフトを作成
集団指導用

訪問介護等、居宅介護等、
移動支援の合計数の平均
（小数点第１位に切り上げ） 常勤職員の休暇・出張等については、１月を

超える休暇等を除き、常勤換算上、勤務した

ものとみなすことができます。その場合、勤務

形態一覧表には「有休」「出張」と記載してくだ

さい。非常勤職員の休暇は勤務したものとし

ては認められません。

常勤職員は、他の職務を兼務していないのであれば、

合計時間数に係わらず常勤換算は「１」となります。

常勤職員が他の職務を兼務している場合、非常勤職

員の場合、月途中に採用又は退職の場合は、「それ

らの人の勤務合計時間÷常勤職員の勤務すべき時

間数」で常勤換算を算出します。ただし、非常勤職員

が勤務時間数として算入することができるのは常勤

職員の勤務すべき時間数までとなります。
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